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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 110,504 151,094 96,368 94,254 111,417

経常利益 （百万円） 10,508 11,130 7,794 9,989 10,561

当期純利益 （百万円） 6,144 5,926 4,518 5,971 5,774

包括利益 （百万円） 5,886 6,147 4,836 6,420 5,973

純資産額 （百万円） 34,341 38,902 42,012 46,491 50,958

総資産額 （百万円） 59,143 58,315 62,260 66,112 104,877

１株当たり純資産額 （円） 1,062.30 1,198.77 1,288.56 1,422.51 1,542.82

１株当たり当期純利益金額 （円） 190.46 183.20 139.24 183.50 176.89

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 58.0 66.6 67.3 70.1 48.2

自己資本利益率 （％） 19.1 16.2 11.2 13.6 11.9

株価収益率 （倍） 8.9 9.8 14.4 9.1 11.6

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー
（百万円） 5,457 11,297 △419 14,058 9,419

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー
（百万円） △3,743 △2,278 △2,064 △1,090 △29,633

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー
（百万円） △1,129 △7,705 2,603 △8,021 21,442

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 2,250 3,527 4,141 9,470 10,841

従業員数
（人）

1,206 1,277 1,328 1,360 2,080

（外、平均臨時雇用者数） (222) (227) (257) (243) (970)

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３．「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」を当連結会計年度より適用

したため、前連結会計年度（第５期）については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載

しております。

なお、第４期以前に係る累積的影響額については、第５期の期首の純資産額に反映されております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

営業収益 （百万円） 4,453 6,057 4,868 8,189 6,690

経常利益 （百万円） 3,519 5,006 3,719 7,120 5,703

当期純利益 （百万円） 3,530 4,911 3,503 7,009 5,674

資本金 （百万円） 4,480 4,480 4,480 4,480 4,480

発行済株式総数 （株） 36,254,344 36,254,344 36,254,344 36,254,344 36,254,344

純資産額 （百万円） 30,684 34,009 35,727 40,795 44,726

総資産額 （百万円） 40,901 41,173 47,473 46,510 50,335

１株当たり純資産額 （円） 949.09 1,047.75 1,096.97 1,249.70 1,363.92

１株当たり配当額

（円）

50.00 60.00 60.00 60.00 60.00

（内１株当たり中間配当

額）
(25.00) (30.00) (30.00) (30.00) (30.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 109.42 151.83 107.96 215.41 173.83

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 75.0 82.4 75.1 87.5 88.7

自己資本利益率 （％） 11.9 15.2 10.1 18.4 13.3

株価収益率 （倍） 15.5 11.8 18.6 7.8 11.8

配当性向 （％） 45.70 39.52 55.58 27.86 34.52

従業員数 （人） 17 20 43 40 41

（注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。

２．配当性向については、１株当たり配当額を１株当たり当期純利益金額で除して算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

４．「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」を当事業年度より適用した

ため、前事業年度（第５期）については、当該会計方針の変更を反映した遡及修正後の数値を記載しており

ます。

なお、第４期以前に係る累積的影響額については、第５期の期首の純資産額に反映されております。
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２【沿革】

＜当社設立以降の沿革＞

年月 事項

平成21年４月 アサヒプリテック㈱とジャパンウェイスト㈱との共同株式移転により、当社設立

東京証券取引所市場第一部上場

平成21年12月 井尾ガラス㈱の事業を当社子会社であるジャパンウェイスト㈱の連結子会社であるＪＷガラスリサ

イクル㈱にて譲受ける

平成22年６月 当社子会社であるアサヒプリテック㈱の子会社、上海朝日浦力環境科技有限公司が現地企業と合弁

会社「江門朝日励福資源綜合利用有限公司」を設立

平成22年８月 当社子会社であるジャパンウェイスト㈱がエコマックス㈱の株式取得

平成23年６月 当社子会社であるアサヒプリテック㈱が㈱ウスダ製作所の株式取得

平成23年８月 当社子会社であるジャパンウェイスト㈱が㈱共同化学の株式取得

平成24年７月 当社子会社であるジャパンウェイスト㈱が㈱インターセントラルの株式取得

平成24年10月 富士炉材㈱が㈱塩入建材を吸収合併

平成25年２月 当社子会社であるアサヒプリテック㈱が台湾に朝日浦力科技股份有限公司（現・連結子会社）を設

立

当社子会社であるアサヒプリテック㈱がベトナムにホーチミン駐在員事務所を設置

平成25年３月 当社子会社であるアサヒプリテック㈱の子会社、朝日浦力科技股份有限公司が現地企業と合弁会社

「朝世科技股份有限公司」（現・連結子会社）を設立

平成26年３月

平成26年７月

平成26年10月

平成26年12月

平成27年３月

当社子会社である㈱インターセントラルが紘永工業㈱の株式取得

当社子会社であるジャパンウェイスト㈱が㈱フジ医療器の株式取得

当社子会社であるアサヒプリテック㈱が㈱ウスダ製作所を吸収合併

アサヒアメリカホールディングス㈱を設立

当社子会社であるアサヒアメリカホールディングス㈱がAsahi Refining Holdings UK Limitedおよ

びその子会社２社（Asahi Refining USA Inc.、Asahi Refining Canada Ltd.）を子会社化

＜ご参考 アサヒプリテック株式会社の株式移転までの沿革＞

年月 事項

昭和39年４月 写真定着液廃液の回収、銀地金精製及び販売、写真薬品及び材料の販売を目的として、大阪市城東

区に㈱朝日化学研究所を設立（資本金４百万円）

昭和48年12月 神戸市より産業廃棄物処理業の許可を写真関係の処理業者として全国で初めて受け、産業廃棄物処

理業を開始

昭和58年11月 当社製銀地金がＬ.Ｍ.Ｅ.（ロンドン金属取引所）公認ブランドの認定を受ける

昭和59年８月 東京金取引所の会員としての認可を受ける

平成４年４月 ㈲佐藤貴金属の社員持分の全部を譲受ける

平成６年11月 海外展開に向けマレーシアに現地法人“ASAHI G&S SDN. BHD.”（現・連結子会社）を設立

平成９年４月 ㈱九州アサヒ、㈱四国アサヒ、㈱北陸アサヒ、㈱佐藤貴金属、㈱ボンアンジュを吸収合併し「アサ

ヒプリテック株式会社」に商号変更

平成10年１月 神戸市中央区加納町四丁目４番17号に本社事務所を移転

神戸市東灘区魚崎浜町21番地に本店所在地を移転

平成10年10月 当社製のパラジウム地金がロンドン・プラチナ・パラジウム・マーケット（Ｌ.Ｐ.Ｐ.Ｍ.）の指定

ブランドとして認可

平成11年７月 テクノセンターにおいて国際品質保証規格「ＩＳＯ9002（現ＩＳＯ9001）」の認証を取得

平成11年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録

日本金地金流通協会の正会員となる

平成12年５月 テクノセンターにおいて国際環境マネジメントシステム規格「ＩＳＯ14001」の認証を取得

平成12年７月 当社製の銀地金がロンドン・ブリオン・マーケット・アソシエーション（Ｌ.Ｂ.Ｍ.Ａ.）の指定ブ

ランドとして認可

平成12年９月 当社製のプラチナ地金がロンドン・プラチナ・パラジウム・マーケット（Ｌ.Ｐ.Ｐ.Ｍ.）の指定ブ

ランドとして認可

平成12年11月 東京証券取引所市場第二部上場
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年月 事項

平成13年７月 ㈱三商（現・連結子会社）と株式交換

㈱大門と㈱エコマテリアルの株式取得

平成14年３月 東京証券取引所市場第一部上場

平成14年10月 阪神事業所（兵庫県尼崎市）内にパソコンリサイクルセンターを開設

平成15年３月

平成16年４月

平成17年４月

平成18年１月

平成18年２月

平成18年９月

平成19年２月

平成19年３月

平成19年４月

平成19年５月

平成19年11月

平成20年５月

平成20年９月

平成20年10月

平成21年３月

東アジアにおける商圏確立を目指し中国・上海市に“上海朝日浦力環境科技有限公司”（現・連結

子会社）を設立

日本ケミテック㈱（現・連結子会社）の株式取得

㈱塩入建材（現・連結子会社）と株式交換

㈱イヨテック（現・連結子会社）と株式交換

錦興産㈱の株式取得

韓国の連絡事務所を「韓国アサヒプリテック株式会社」として現地法人化

プライバシーマークの認証取得

東京都千代田区丸の内一丁目7番12号に東京本社を設置

錦興産㈱を吸収合併

㈱太陽化学（現・連結子会社）と株式交換

㈱サニックスの事業の一部譲受けにより北九州事業所設置

完全子会社「ジャパンウェイスト株式会社」を設立

当社製の金地金がロンドン・ブリオン・マーケット・アソシエーション（Ｌ.Ｂ.Ｍ.Ａ.）の指定ブ

ランドとして認可

富士炉材㈱（現・連結子会社）の株式取得

株式移転により持株会社「アサヒホールディングス株式会社」の完全子会社となるため、上場廃止
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３【事業の内容】

当社グループは、純粋持株会社であるアサヒホールディングス株式会社（当社）とアサヒプリテック株式会社、ジャ

パンウェイスト株式会社、アサヒアメリカホールディングス株式会社、他子会社21社で構成されており、次のとおり、

貴金属リサイクル事業、環境保全事業及びライフ＆ヘルス事業を主たる事業としております。

なお、当連結会計年度より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務

諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

（１）貴金属リサイクル事業

貴金属リサイクル事業は、貴金属含有スクラップ等から、金・銀・パラジウム・プラチナ・インジウム等の貴金

属・希少金属をリサイクルし、販売することを主たる業務としております。

アサヒプリテック株式会社は国内において、電子材料分野、歯科材料分野、宝飾流通・製造分野、自動車触媒分野

から集荷した貴金属・希少金属含有スクラップを、各地の工場で回収・分離・精錬し、高純度の地金製品等として、

商社、半導体・電子部品メーカー、フィルムメーカー等に販売する事業、半導体・電子部品メーカー等で使用される

製造機械装置の部品について貴金属剥離及び精密洗浄を行う事業を行っております。

海外では、ASAHI G&S SDN.BHD.がマレーシア・シンガポール地域において、上海朝日浦力環境科技有限公司が中国

において、韓国アサヒプリテック株式会社が韓国において貴金属リサイクル事業を推進しております。また、台湾に

おいては朝日浦力科技股份有限公司が貴金属リサイクル事業、精密洗浄事業を、朝世科技股份有限公司が貴金属含有

スクラップの回収事業を推進しております。さらに、アメリカ合衆国においてはAsahi Refining USA Inc.が、カナダ

においてはAsahi Refining Canada Ltd.が、金・銀を中心とした貴金属の精錬・加工を行う事業を行っております。

（２）環境保全事業

環境保全事業は、産業廃棄物の収集運搬及び中間処理を主たる業務としております。

アサヒプリテック株式会社は、各業界の工場、写真現像所、印刷所、病院、学校、研究機関等から排出される、廃

酸・廃アルカリ、廃油、汚泥、廃薬品、医療系感染性廃棄物等を処理・無害化しております。その他にジャパンウェ

イスト株式会社を親会社としたグループ各社において以下の環境保全事業を行っております。日本ケミテック株式会

社、JWロジスティクス株式会社は、主として工場から排出される廃液の収集運搬及び中間処理を行っております。株

式会社イヨテックは、製造業への人材派遣等を業としており、製造現場から発生する廃棄物を処理する事業との連携

を推進しております。株式会社太陽化学は、ＩＴ・エレクトロニクス・石油化学関連の企業から排出される工場廃液

及び医療系感染性廃棄物等を処理しております。富士炉材株式会社は、自治体のゴミ焼却炉におけるダイオキシン・

重金属を含む特別管理産業廃棄物処理や硝子製造用の溶炉改修・解体・煉瓦屑処理事業を営み、溶炉屑から耐火煉瓦

を取り出し、マテリアルリサイクルや有害物処理を行っております。JWガラスリサイクル株式会社は、板ガラスやガ

ラス瓶を回収し、選別破砕の上、高品位のガラスカレットとして再生・販売しております。エコマックス株式会社

は、廃棄物焼却処理施設等から発生する燃え殻、汚泥、ばいじんの無害化処理（コンクリート固型化）を行っており

ます。株式会社共同化学は、産業廃棄物の収集運搬・中間処理及び写真感材事業を行っております。

（３）ライフ＆ヘルス事業

ライフ＆ヘルス事業は、マッサージ器・補聴器等の健康機器等の製造及び販売、電気暖房器の製造及び販売、放射

冷暖房システムの設計及び施工、防災設備の設計・施工を主たる業務としております。

株式会社フジ医療器は、「美と健康の総合メーカー」としてマッサージチェア、補聴器、家庭用電気治療器などの

様々な薬事法認可製品を家電量販店、ＪＡ、地域家電販売店、通信販売会社などへ提供しております。株式会社イン

ターセントラルは、電気暖房器の製造・販売及び放射冷暖房システムの設計・施工を行っております。効率的で柔ら

かな暖かさを提供する電気ヒーターや快適でクリーン、静かな環境を実現する放射冷暖房設備など、さまざまな製品

を提供し、事務所・学校・病院・文化施設・商業施設や一般住宅等において採用されております。紘永工業株式会社

は、防災・空調・衛生設備の設計及び施工等を行っており、公共施設・病院・文化施設及び商業施設等において数多

くの施工実績をあげております。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

となります。
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［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は出
資金（百万
円）

主要な事業の内
容

議決権の所
有割合(％)

関係内容

（連結子会社）

アサヒプリテック㈱

(注)３．４
神戸市東灘区 4,480

貴金属リサイク

ル事業及び環境

保全事業

100.0

当社と経営管理契約を締

結している。

資金の貸付あり。

役員の兼務３名

ジャパンウェイスト㈱ 神戸市中央区 400 環境保全事業 100.0

当社と経営管理契約を締

結している。

役員の兼務１名

ＪＷロジスティクス㈱ 横浜市鶴見区 10 環境保全事業
100.0

（100.0）

日本ケミテック㈱ 埼玉県川口市 90 環境保全事業
100.0

（100.0）

㈱太陽化学
鹿児島県鹿児

島市
8 環境保全事業

100.0

（100.0）

㈱イヨテック 兵庫県明石市 10 環境保全事業
100.0

（100.0）

富士炉材㈱ 東京都大田区 10 環境保全事業
100.0

（100.0）

ＪＷガラスリサイクル㈱ 東京都江東区 30 環境保全事業
100.0

（100.0）

エコマックス㈱
神奈川県高座

郡寒川町
100 環境保全事業

100.0

（100.0）

㈱共同化学
北海道苫小牧

市
10 環境保全事業

100.0

（100.0）

㈱インターセントラル
岩手県岩手郡

滝沢村
153

ライフ＆ヘルス

事業

100.0

（100.0）

紘永工業㈱ 横浜市戸塚区 30
ライフ＆ヘルス

事業

100.0

（100.0）

㈱フジ医療器 (注)５ 大阪市中央区 300
ライフ＆ヘルス

事業

80.9

（80.9）
役員の兼務１名

ASAHI G&S SDN.

BHD.

マレーシア

ペナン市

250万マレーシ

アリンギット

貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）
役員の兼務１名

上海朝日浦力環境科技有

限公司
中国上海市 180万米ドル

貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）
役員の兼務２名

韓国アサヒプリテック㈱

(注)３
韓国ソウル市 186億ウォン

貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）
役員の兼務２名

朝日浦力科技股份有限公

司
台湾新竹県

130百万台湾ド

ル

貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）
役員の兼務２名

朝世科技股份有限公司 台湾新竹県
100百万台湾ド

ル

貴金属リサイク

ル事業

81.0

（81.0）
役員の兼務２名

アサヒアメリカホールデ

ィングス㈱

東京都千代田

区
10

貴金属リサイク

ル事業
100.0

当社と経営管理契約を締

結している。

役員の兼務２名

Asahi Refining 

Holdings UK Limited

(注)３

英国ロンドン 4百万ポンド
貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）

Asahi Refining USA 

Inc.
米国ユタ州 1千米ドル

貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）

Asahi Refining Canada 

Ltd.

カナダオンタ

リオ州
1カナダドル

貴金属リサイク

ル事業

100.0

（100.0）

その他２社

（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
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２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

３．特定子会社に該当しております。

４．アサヒプリテック㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1） 売上高 80,695百万円

(2） 経常利益 8,929百万円

(3） 当期純利益 5,608百万円

(4） 純資産額 23,412百万円

(5） 総資産額 46,590百万円

５．㈱フジ医療器については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

主要な損益情報等 (1） 売上高 14,859百万円

(2） 経常利益 502百万円

(3） 当期純利益 395百万円

(4） 純資産額 1,634百万円

(5） 総資産額 8,907百万円

5857/E21187/アサヒホールディングス/2015年
－9－



５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成27年３月31日現在

会社名称 セグメントの名称 従業員数（人）

アサヒホールディングス㈱ 全社（共通）
41

（－）

アサヒプリテック㈱ 貴金属リサイクル事業及び環境保全事業
834（注）２

（104）

ジャパンウェイスト㈱ 環境保全事業
44

（－）

ＪＷロジスティクス㈱ 環境保全事業
15

（－）

日本ケミテック㈱ 環境保全事業
64

（8）

㈱太陽化学 環境保全事業
57

（4）

㈱イヨテック 環境保全事業
4

（14）

富士炉材㈱ 環境保全事業
47

（3）

ＪＷガラスリサイクル㈱ 環境保全事業
39

（49）

エコマックス㈱ 環境保全事業
32

（4）

㈱共同化学 環境保全事業
4

（－）

㈱インターセントラル ライフ＆ヘルス事業
76

（26）

紘永工業㈱ ライフ＆ヘルス事業
25

（－）

㈱フジ医療器 ライフ＆ヘルス事業
348

（748）

ASAHI G&S SDN.BHD. 貴金属リサイクル事業
5

（1）

上海朝日浦力環境科技有限公司 貴金属リサイクル事業
8

（－）

韓国アサヒプリテック㈱ 貴金属リサイクル事業
30

（－）

朝日浦力科技股份有限公司 貴金属リサイクル事業
21

（－）

朝世科技股份有限公司 貴金属リサイクル事業
－

（－）

アサヒアメリカホールディングス

(株)
貴金属リサイクル事業

1

(－)

Asahi Refining Holdings UK 

Limited
貴金属リサイクル事業

－

(－)

Asahi Refining USA Inc. 貴金属リサイクル事業
163

(1)

Asahi Refining Canada Ltd. 貴金属リサイクル事業
193

(5)

その他２社 環境保全事業
29

（3）

合計
2,080

（970）
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（注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

なお、臨時雇用者には、パートタイマー及び一部の嘱託契約の雇用者を含み、派遣社員は除いております。

２．アサヒプリテック㈱の各部署におきましては、貴金属リサイクル事業、環境保全事業の両セグメントの業務

を行っており、セグメント別区分が困難でありますので、セグメント別従業員数は記載しておりません。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

４．前連結会計年度末に比べ従業員数が720名増加しておりますが、主として平成26年７月１日付で、（株）フ

ジ医療器、平成27年３月５日付で、Asahi Refining Holdings UK Limited及びその子会社２社（Asahi 

Refining USA Inc.、Asahi refining Canada Ltd.)を株式の取得により、連結子会社化したことによるもの

であります。

(2）提出会社の状況

当社の従業員数は次のとおりであります。

平成27年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円）

41 38才3ヶ月 3年1ヶ月 6,949,569

（注） 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

セグメントの名称 従業員数（人）

全社（共通） 41（－）

（注） １．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業活動に関しては、原油価格の下落および円安という好転要素はありま

したが、輸出の伸び悩みなどから、在庫調整圧力による減速を余儀なくされました。製造業を中心として最悪期を脱

しつつあるとの見方はあったものの、一部の業種を除き、その回復は緩やかな状況が続きました。また個人消費につ

いては消費税増税後の落ち込みが長引きました。

このような経済情勢の下、当社グループの各事業セグメントの状況は以下のとおりでした。

なお、当連結会計年度より、会計方針の変更を行っており、遡及処理後の数値で前連結会計年度との比較を行って

おります。

また、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前連結会計年度との比較は変更後の区分によ

り作成した情報に基づいて記載しております。

貴金属リサイクル事業セグメント

エレクトロニクス分野では、顧客の海外移転などに伴って国内市場の縮小は続いていますが、Eスクラップおよ

び洗浄の事業を拡大した結果、金および銀の回収量は前年同期比で増加しました。デンタル分野では、歯科材料と

して使用される貴金属量が減少するなか、回収量確保に努めました。宝飾分野では、市場の低迷が続き、金および

銀の回収量は前年同期比で減少しましたが、プラチナ・パラジウムの回収量は前年同期比で増加しました。自動車

触媒分野では、新規顧客開拓に努めた結果、パラジウムの回収量は前年同期比で増加しました。

金および銀の平均販売単価は前年同期実績を下回りました。パラジウムの平均販売単価は前年同期実績を大きく

上回りました。プラチナの平均販売単価は前年同期実績とほぼ同水準で推移しました。

環境保全事業セグメント

一部の企業には回復の兆しが見られるものの、総じて生産活動は活発とはいえず、産業廃棄物の排出量は減少傾

向にあります。顧客企業のリデュース、リユース、リサイクル意識の高まりにより、多様な処理対応と処理コスト

の低減が求められています。このような中で、当社グループ各社はワンストップ処理促進や新規取引先開拓などの

営業努力を積み重ね、廃液や汚泥を中心に、前年同期比で取扱量を伸ばしました。

ライフ＆ヘルス事業セグメント

建設関連市場においては、資材価格上昇や労働者需給の逼迫により、工事の完工・着工遅れや工事予算縮減等が

見られました。当社グループの空調システム設計施工や電気ヒーター分野はその影響を受けました。健康機器分野

では個人消費における消費税増税後の反動が長期化し、その回復はきわめて緩やかでした。また、第３四半期から

の円安進行により海外からの部材調達コストは増加しました。これらの分野に属するグループ各社は部材調達コス

ト増加への対策に取り組みました。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高111,417百万円（前年同期比17,162百万円増、18.2％増）、営業利

益10,480百万円（前年同期比848百万円増、8.8％増）、経常利益10,561百万円（前年同期比572百万円増、5.7％

増）、当期純利益5,774百万円（前年同期比196百万円減、3.3％減）となりました。セグメント別の売上高は、貴金

属リサイクル事業が77,080百万円（前年同期比131百万円減、0.2％減）、環境保全事業が15,415百万円（前年同期比

651百万円増、4.4％増）、ライフ＆ヘルス事業が18,920百万円（前年同期比16,642百万円増、730.7％増）となりま

した。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より1,371百万円

増加し、当連結会計年度末には10,841百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次のと

おりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は9,419百万円（前連結会計年度比33.0％減）となりまし

た。

これは主に、税金等調整前当期純利益9,717百万円（前連結会計年度比1.8％減）と減価償却費1,785百万円（前連

結会計年度比3.1％減）、たな卸資産の減少903百万円（前連結会計年度比21.7％減）、売上債権の減少943百万円

（前連結会計年度比42.3％減）、仕入債務の減少646百万円（前連結会計年度は724百万円の増加）及び法人税等の支

払5,922百万円（前連結会計年度比143.0％増）によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
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当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は29,633百万円（前連結会計年度比2,618.5％増）となりま

した。

これは主に、固定資産の取得による支出1,556百万円（前連結会計年度比75.6％増）及び関係会社株式の取得によ

る支出28,775百万円（前連結会計年度比18,275.7％増）によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は21,442百万円（前連結会計年度は8,021百万円の使用）と

なりました。

これは主に、長短借入金の純増加額23,183百万円（前連結会計年度は6,160百万円の減少）及び配当金の支払額

1,965百万円（前連結会計年度比0.7％増）によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

貴金属リサイクル事業 83,488 105.1

環境保全事業 15,235 105.3

ライフ＆ヘルス事業 18,919 830.3

合計 117,644 122.3

（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

３. 当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前期数値については、当該変更に応じて組み

替えた数値で比較しております。

(2）受注状況

貴金属リサイクル事業及び環境保全事業においては回収量に応じて生産を行っているため、該当事項はありませ

ん。

ライフ＆ヘルス事業においては主に販売計画に基づいて生産計画を立てて生産しております。

(3）販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

貴金属リサイクル事業 77,080 99.8

環境保全事業 15,415 104.4

ライフ＆ヘルス事業 18,920 830.7

合計 111,417 118.2

（注）１．最近２連結会計年度の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとお

りであります。

２. 当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、前期数値については、当該変更に応じて組み

替えた数値で比較しております。

相手先

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

三井物産㈱ 14,140 15.0 19,266 17.3

三菱商事RtMジャパン㈱ 11,398 12.1 12,780 11.5

３．上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1）貴金属リサイクル事業セグメント

当社グループのコア事業として、日本国内の各事業の競争力を一層強化します。北米では事業基盤の拡充を図りま

す。アジア市場では新たな分野での拡大を図ります。また、グローバル市場において「アサヒ・リファイニング

(Asahi Refining)」のブランド認知を高めるとともに、リサイクル原料の調達を拡大します。

(2）環境保全事業セグメント

当社グループの安定成長事業として、収益性を重視するとともに、設備投資を積極的に行い、成長に寄与する会社

に対するＭ＆Ａも行います。

(3）ライフ＆ヘルス事業セグメント

新製品開発、新しい販路の開拓ならびに独自のビジネスモデルの構築などにより、第３の柱としての事業成長路線

を定着させます。

４【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、以下の事項は、当該有価証券報告書提出日（平成27年６月17日）現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1）貴金属相場及び為替相場について

当社グループの「貴金属リサイクル事業」における主力製品である貴金属及び希少金属は、国際市場で取引されて

おり、その価格は、供給国及び需要国の政治経済動向、為替相場等、世界の様々な要因により変動しております。こ

のため、当社グループは先渡取引等を通してヘッジし、リスクの軽減に取り組んでおりますが、貴金属相場及び為替

相場の変動の幅により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(2）法規制について

当社グループが事業展開している国及び地域におきましては、事業の許可、輸出入・輸送規制、商取引、労働、租

税、知的財産権、環境保全等のさまざまな法規制の適用を受けております。当社グループは、コンプライアンス重視

の姿勢の下、法規制及び社会的ルールの遵守を徹底してまいりますが、万一、これらの法規制及び社会的ルールが遵

守できなかった場合や、法規制及び社会的ルールの変化によって事業が制約を受ける等が発生した場合には、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

特に、「環境保全事業」においては、当社グループは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく事業者と

して、各種の産業廃棄物の収集運搬及び処理を行っており、当該法律のほか「水質汚濁防止法」、「大気汚染防止

法」、「下水道法」等の規制を受けております。また、当社グループは、産業廃棄物では収集運搬業許可を全ての都

道府県・政令市で、処分業許可を15都道府県９政令市・中核市で、特別管理産業廃棄物では収集運搬業許可を全ての

都道府県・政令市で、処分業許可を12都道府県８政令市・中核市で、取得しておりますが、許認可にあたっては、県

または市条例、各種規制等の地方行政レベルでの規制の遵守が前提になっております。

環境問題への社会的関心の高まりから、これらの法的規制は強化される方向にありますが、その対策としての設備

投資はもとより、処理施設の新設・移転・設備更新時には設置許可や変更許可が必要となります。それらの際には、

近隣住民の同意が必要となる場合がありますが、その同意が困難な場合があります。以上により、これらの法的規制

や社会動向等は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

（3）経済変動について

当社グループの「貴金属リサイクル事業」及び「環境保全事業」の主要需要業界のひとつである製造業に関して

は、それぞれの業界の需要動向はさまざまな国や地域の経済状況の影響を受けます。景気後退等に伴ってそれらの業

界の需要が減少した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。また、建設

関連需要の大幅な減少や個人消費の落ち込み等によっても、「ライフ＆ヘルス事業」が影響を受けることで、当社グ

ループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

（4）事業環境について

当社グループの３つの事業セグメントである「貴金属リサイクル事業」「環境保全事業」「ライフ＆ヘルス事業」

は、事業分野毎の関連する法規制や許認可等の変更により顧客ニーズが大きく変化する可能性や顧客企業の海外移転

が想定以上に進展する可能性があります。また、業界再編など事業環境が大きく変化する可能性もあります。その結

果によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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（5）競合との競争激化について

当社グループの３つの事業セグメントである「貴金属リサイクル事業」「環境保全事業」「ライフ＆ヘルス事業」

は、事業分野毎のさまざまな企業と競合しています。グループ各社は、営業努力をはじめ、技術・製品面やコスト対

応面等での取り組みにより、事業分野毎の顧客ニーズへ的確にお応えすることで、他社との競争に勝ち抜くべく努力

を続けておりますが、競合他社との競争の激化により、各社の製品・サービスが厳しい価格競争にさらされる可能性

があります。その結果によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

（6）海外事業展開について

当社グループは、北米・アジア等の国及び地域において事業展開しておりますが、事業に不利な政治または経済的

事象の発生、労働環境の違いによる労働争議等の発生、現地での適切な人材確保の不確実性、紛争・テロその他の要

因による社会的混乱の可能性、ビジネスインフラ未整備による当該国及び地域当局からの不当な介入等のリスクが内

在しています。これらの事態が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があ

ります。

（7）企業買収等について

当社グループは、これまで企業買収によって事業内容及び事業規模の拡大を図ってきており、これからも当社グル

ープにとって魅力ある案件に対しては前向きに取り組んで行く予定です。対象事業及び企業との統合効果を最大限に

高めるために当社グループの事業戦略やオペレーションとの統合・融合を図りますが、期待した統合・融合効果をあ

げられない可能性があります。また対象事業及び企業が当初予定した業績を上げられず、経営成績の著しい悪化等に

より、のれんの減損が発生する可能性もあります。その結果、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える

可能性があります。

（8）自然災害・事故等について

大規模な地震や台風等の自然災害によって、当社グループの生産・物流・販売及び情報管理関連施設等の拠点に甚

大な被害が発生する可能性があります。その場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性

があります。また当社グループでは、労働災害や設備事故の撲滅に向けて安全管理体制の強化ならびに定期的な災

害・事故防止活動をおこなっておりますが、これらの発生を完全に防止または軽減できる保証はありませんので、重

大な労働災害や設備事故等が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。

（9）新製品開発について

当社グループのライフ＆ヘルス事業は、「快適な生活と健康を維持する、人に優しい」機器や設備の提供を目指し

て、顧客ニーズを的確に捉え、当社技術を最適に活用することにより、魅力ある製品の開発を行っております。しか

しながら、市場や業界ニーズに適切に対応できず、タイムリーな製品開発ができなかった場合には、将来の成長なら

びに収益性を低下させ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(10）重要な知的財産権について

当社グループは、事業展開にとって重要な知的財産権を保護すべく、適切な管理を行っております。しかしなが

ら、予期せぬ事態により外部に流出する可能性があり、また特定の地域においてはこれらの知的財産権を完全に保護

することが不可能なため、第三者が当社グループの知的財産権を使用して類似製品・サービスを製造・販売すること

を効果的に防止できない可能性があります。その結果によっては、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与

える可能性があります。

(11）製品品質保証・製造物責任について

当社グループは製品の品質保証体制に万全を期しておりますが、当社グループの生産した製品に起因する損害が発

生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

(12）環境保護について

当社グループは、「環境方針」に基づき地球環境保護に向けたさまざまな取り組みを継続しております。しかしな

がら環境汚染等の環境に関するリスクを完全に防止または軽減できる保証はありませんので、当社グループに起因す

る重大な環境汚染等が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。
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(13）訴訟・その他の法的手続きについて

当社グループが国内及び海外で事業展開する上では、訴訟その他の法的手続きの対象になる可能性があり、当社グ

ループがその当事者となった場合には、多額の損害賠償金等が発生する可能性があります。その結果、当社グループ

の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

５【経営上の重要な契約等】

株式会社フジ医療器の株式取得について

当社は、平成26年５月19日の取締役会において、当社の連結子会社であるジャパンウェイスト株式会社が、株式会社

フジ医療器の株式を取得し、子会社化することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１） 連結財務諸表 注記事項（企業結合等関

係）」に記載のとおりであります。

Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limitedの株式取得について

当社は、平成26年12月15日の取締役会において、当社の連結子会社であるアサヒアメリカホールディングス株式会社

が、Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limitedの株式を取得し、子会社化することを決議し、同

日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１） 連結財務諸表 注記事項（企業結合等関

係）」に記載のとおりであります。

６【研究開発活動】

(1）研究開発活動の方針

当社グループにおける研究開発活動は、貴金属・希少金属リサイクルおよび環境保全事業に関する活動を中心とし

て、新たに設立されたライフ＆ヘルス事業分野における技術サポートも実施しています。

貴金属・希少金属リサイクル事業においては、コンピューターや携帯電話を含む様々な電子基板および製造工程に

おいて発生する廃棄物からの貴金属やレアメタルなどの回収を実施しており、これらの金属をリサイクルすることで

資源の枯渇を防ぎ、循環型社会の形成などの社会的ニーズに応えています。また、環境保全事業においては、さまざ

まな生産活動の中で発生する産業廃棄物の資源化リサイクルと最終処分を安全かつ適正に行うことが重要な社会のニ

ーズとなっています。新しく設立されたライフ＆ヘルス事業分野においては、高齢化社会が予想される中、生活・健

康をキーワードとするニーズが増加しています。

研究開発部においては貴金属リサイクルおよび環境保全にかかわる要素技術をベースにさまざまな原料や廃棄物か

らの貴金属・希少金属リサイクルの検討および有害物質固定化・焼却処理・排水処理などの検討を行っています。ま

た、ライフ＆ヘルス分野においては、特にマッサージや機能水をキーワードとした新製品の開発に取り組んでいま

す。

具体的には、

(1）貴金属、希少金属の回収、分離、精製に関する技術

(2）貴金属評価のための分析技術

(3）貴金属製品および製造技術

(4）工場廃液からの有価物再資源化と水の再利用に関する技術

(5）有害物質の拡散防止及び無害化に関する技術

(6）既存プロセスのコストダウンと期間短縮に関する技術

(7）生活と健康に関連する新製品・新システム

等の開発を行っています。

(2）研究開発活動の体制

当社グループの研究開発活動は、主にアサヒプリテック株式会社のテクノセンターが担っています。その中で、新

しい技術や製品の開発および分析技術の開発を同センター内の研究開発部が担当し、関連する設備の開発や導入され

た設備の改善・改良および保守については生産技術部が担当しています。さらに、技術情報の管理・収集や知的財産

の保護などを知的財産グループがサポートしています。また、新規事業に関する開発は、必要に応じて大学や研究所

など外部の機関と連携した体制で、効率的に推進しています。
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(3）研究開発活動の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費

当連結会計年度における研究開発費は435百万円です。なお、研究開発費については、基礎研究分野にかかわる費

用をセグメント別に関連づけることが困難であるため、その総額を記載しています。研究開発活動の目的、主要課

題、研究成果は次のとおりです。

＜貴金属リサイクル事業＞

(1）貴金属剥離技術の開発

半導体やLED産業で発生する冶具等から貴金属を剥離回収する技術を開発しています。剥離洗浄技術の開発では

冶具等の破損を伴わず、かつ安全を重視した化学剥離および物理剥離の検討を行っています。

当連結会計年度はアサヒプリテック株式会社阪神事業所の尼崎工場へ剥離設備を導入し、稼動を始めました。ま

た、翌連結会計年度には剥離洗浄技術の新しい手法を開発し導入する計画であります。

(2）貴金属分析技術の開発

お客様との取引を正術かつ迅速に行うことを目的としてX線や誘導結合プラズマ発行分析(ICP)を用いた分析技術

を開発しています。当連結会計年度は最近実用化された新しいX線分析装置を用いた貴金属含有量の分析技術を開

発・導入し、ICP分析方法と同等な精度で迅速に行うことが可能となりました。翌連結会計年度では、グループ会

社となったAsahi Refining USA Inc.及びAsahi Refining Canada Ltd.社が保有する貴金属分析技術を共有化し、

全社における分析技術をより一層レベルアップする予定です。

(3）使用済みモーターからのジスプロシウム回収

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の平成25年度課題設定型産業技術開発費助成事業

「使用済モーターからの高性能レアアース磁石リサイクル技術開発」に採択され（平成25～26年度）、使用済みモ

ーターからのジスプロシウム回収について検討を行い、各種の回収設備を開発しました。翌連結会計年度以降に、

弊社の強力な回収ネットワークを活用した事業化を目指します。

＜環境保全事業＞

(1）廃棄物中の有価物回収

アサヒプリテック株式会社神戸工場の廃液処理工程で処理される様々な廃液の中から、微量に含まれる貴金属な

らびに有価金属の回収を検討しています。当連結会計年度においては、廃液中の銅のリサイクルについて検討し、

事業性の評価を実施しました。翌連結会計年度以降は、廃液に応じた最適プロセスを開発・選定し、導入を検討す

る予定です。

(2）廃液無害化処理の効率化と廃液量の削減

アサヒプリテック株式会社神戸工場の廃液処理工程において、入荷する様々な廃液の一部をろ過処理することに

よって、工場内で再利用するプロセスを検討しています。当連結会計年度においては、廃液中に含まれる銀や銅を

回収した後の処理水の再利用について検討し、設備を導入しました。翌連結会計年度は、対象とする廃液種類の拡

大を予定しています。

＜ライフ＆ヘルス事業＞

次世代マッサージチェアの開発

(株)フジ医療器で現在販売しているマッサージチェアの商品ラインアップと並行して、次世代機種と呼べるマッ

サージチェアを検討しています。最先端のセンシング技術や制御技術を取り入れ、これまでの機種では不可能であ

った新しいコンセプトのマッサージチェアを目指しています。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当該有価証券報告書提出日（平成27年６月17日）現在において当社グループが判断した

ものであります。

(1）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており、財政状態及

び経営成績に関する以下の分析が行われております。

当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示並び

に報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りを行っております。具体的には、貸倒引当金、投資

の減損等が該当しますが、いずれも適正に見積っております。

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の連結売上高は111,417百万円（前連結会計年度比18.2％増）、営業利益は10,480百万円（前連結

会計年度比8.8％増）、経常利益は10,561百万円（前連結会計年度比5.7％増）、当期純利益は5,774百万円（前連結

会計年度比3.3％減）となりました。

なお、セグメント別の分析につきましては、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1)業績に記載のとおりであ

ります。

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは貴金属リサイクル事業において、貴金属及び希少金属を扱っており、貴金属相場及び為替相場の変

動による影響を受ける可能性があります。なお、取扱製品を多様化すること等により、リスク軽減に努めておりま

す。

(4）戦略的現状と見通し

貴金属リサイクル事業においては、世間一般の資源循環ニーズの高まりにより、自らの役割の重要性を認識し、新

たな事業機会の活用、新規顧客の開拓を通して、引き続き成長性の確保と収益性の向上に努めております。

環境保全事業においては、多様な産業廃棄物の適正処理が求められる市場において、アサヒホールディングスグル

ープとして顧客ニーズに幅広く対応できる「ワン・ストップ」体制を志向し、顧客からの信頼をますます高めつつ、

高付加価値の事業展開を推進しております。

ライフ＆ヘルス事業においては、「快適な生活と健康を維持する機器及び設備等の提供」をテーマにこの分野へ積

極的に投資するとともに人材育成を図り、新たな安定した収益基盤を形成します。

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、事業活動のための適切な資金確保及び適切な流動性の維持を図るにあたり、営業活動で得られた

資金により設備投資の資金をまかなうことを基本方針としています。主なキャッシュ・フローの状況は以下のとおり

であります。

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は9,419百万円となりました。

これは主に、税金等調整前当期純利益9,717百万円と減価償却費1,785百万円、たな卸資産の減少額、売上債権の減

少額、仕入債務の減少額及び法人税等の支払額によるものであります。

当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は29,633百万円となりました。

これは主に、関係会社株式の取得による支出28,775百万円、固定資産の取得による支出1,556百万円等によるもの

であります。

当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は21,442百万円となりました。

これは主に、長短借入金の純増加額23,183百万円及び配当金の支払額1,965百万円によるものであります。

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、10,841百万円となり、前連結会計年度末より1,371百万円増加し

ました。

当社グループは、現金及び現金同等物、その他の流動性資産の水準から、十分な流動性を確保していると考えてお

りますが、この資金を効率的な拡大再生産に振り向けていくことが経営課題であると認識しております。

なお、当社グループは、現在取引している金融機関と良好な関係を築いております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資額は1,518百万円となりました。当社グループにおける主な内容は、貴金属リサイ

クル事業においては、アサヒプリテック株式会社の企業内情報システムへの投資であります。

環境保全事業においては、日本ケミテック株式会社の工場設備への投資であります。

ライフ＆ヘルス事業においては、株式会社フジ医療器を連結子会社化したため、同社の本社等が新たに当社グループ

の主要な設備となりました。

また、固定資産除売却損は69百万円となりました。当社グループにおける主な内容は、アサヒプリテック株式会社の

設備除却であります。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

該当事項はありません。
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(2）国内子会社

平成27年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員
数(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

アサヒプリテッ

ク㈱

神戸本社、東京

本社

貴金属リサイクル事業

環境保全事業

統括業務施設

（注）２
10

62

[62]
－ 811 884

25

(－)

テクノセンター

(神戸市西区)
貴金属リサイクル事業

研究開発施設

生産設備

70

<552>
108

－

<975>

(7,189)

22
201

<1,527>

82

(8)

北関東事業所

(埼玉県北葛飾

郡杉戸町)

貴金属リサイクル事業

環境保全事業

営業・生産・そ

の他の設備

93

<413>
84

－

<644>

(5,801)

13
191

<1,058>

106

(9)

阪神事業所

(兵庫県尼崎市)

貴金属リサイクル事業

環境保全事業

営業・生産・そ

の他の設備

461

<189>
243

－

<1,516>

(13,791)

23
728

<1,706>

67

(8)

神戸事業所

(神戸市東灘区)

貴金属リサイクル事業

環境保全事業

営業・生産・そ

の他の設備

28

<215>
33

－

<886>

(10,161)

10
72

<1,102>

97

(5)

四国事業所

(愛媛県西条市)

貴金属リサイクル事業

環境保全事業

営業・生産・そ

の他の設備

46

<703>
161

－

<786>

(20,338)

18
225

<1,489>

68

(18)

福岡事業所

(福岡県古賀市)

貴金属リサイクル事業

環境保全事業

営業・生産・そ

の他の設備

15

<411>
9

－

<352>

(7,826)

9
34

<764>

49

(3)

北九州事業所

(北九州市門司

区)

環境保全事業
営業・生産・そ

の他の設備

365

<59>
91

282

<270>

(32,196)

15
755

<330>

61

(15)

営業所
貴金属リサイクル事業

環境保全事業

営業・生産・そ

の他の設備

1,689

<617>
81

1,528

<1,187>

(52,224)

52
3,351

<1,805>

279

(38)

ジャパンウェイ

スト㈱

横浜事業所

(横浜市鶴見区)
環境保全事業

産業廃棄物処理

設備
31 141 － 35 208

44

(－)

ＪＷロジスティ

クス㈱

本社工場

(横浜市鶴見区)
環境保全事業

廃プラスチック

処理設備
31 1

323

(3,591)
1 358

15

(－)

日本ケミテック

㈱

本社工場

(埼玉県川口市)
環境保全事業

産業廃棄物処理

設備
1,194 101

1,906

(20,641)
20 3,223

64

(8)

㈱太陽化学

本社工場

(鹿児島県鹿児

島市)

環境保全事業
産業廃棄物処理

設備
162 95

205

(28,220)
10 474

57

(4)

富士炉材㈱
本社工場

(東京都大田区)
環境保全事業

溶炉関連処理設

備
96 18

473

(26,771)
5 594

47

(3)

ＪＷガラスリサ

イクル㈱

本社工場

(東京都江東区)
環境保全事業

ガラスリサイク

ル設備
100 184

1,091

(18,630)
5 1,382

39

(49)

エコマックス㈱

本社工場

(神奈川県高座

郡寒川町)

環境保全事業
産業廃棄物処理

設備
22 85 － 2 110

32

(4)

㈱共同化学

本社工場

(北海道苫小牧

市)

環境保全事業
産業廃棄物処理

設備
－ 1 － 1 2

4

(－)

㈱インターセン

トラル

本社工場

(岩手県岩手郡)
ライフ＆ヘルス事業

空調機器製造設

備
232 4

257

(47,636)
38 532

76

(26)

紘永工業㈱
本社他

(横浜市戸塚区)
ライフ＆ヘルス事業 事務所施設 26 4

28

(156)
6 65

25

(－)

㈱フジ医療器
本社他

(大阪市中央区)
ライフ＆ヘルス事業 事務所施設 952 4

1,386

(159,067)
128 2,472

348

(748)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定を含んでおります。

２．建物の一部を連結会社以外から賃借しており、賃借料は143百万円（年額）であります。

３．上記中＜ ＞書は、外書で提出会社から賃借中のものであります。

４．上記中［ ］書は、内書で賃貸中のものであります。

５．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。

６．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。
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会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
従業員数
（人）

年間リース料
（百万円）

㈱インターセントラル
本社工場

(岩手県岩手郡)
ライフ＆ヘルス事業 機械装置 76 0

(3）在外子会社

平成27年３月31日現在

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額

従業員
数(人)

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

ASAHI G&S SDN. 

BHD.

本社工場

(マレーシアペナ

ン市)

貴金属リサイクル事業 生産設備 0 5 － 0 6
5

(1)

上海朝日浦力環

境科技有限公司

本社工場

(中国上海市)
貴金属リサイクル事業 生産設備 30 45 － 2 78

8

(－)

韓国アサヒプリ

テック㈱

本社工場

(韓国ソウル市)
貴金属リサイクル事業 生産設備 904 193

295

(24,206)
14 1,408

30

(－)

朝日浦力科技股

份有限公司

本社工場

(台湾新竹県)
貴金属リサイクル事業 生産設備 25 28 － 7 61

21

(－)

Asahi Refining 

USA Inc.

本社工場

(米国ユタ州)
貴金属リサイクル事業 生産設備 425 1,123

33

(27,000)
50 1,632

163

(1)

Asahi Refining 

Canada Ltd.

本社工場

(カナダオンタリ

オ州)

貴金属リサイクル事業 生産設備 2,103 2,068
70

(58,100)
11 4,253

193

(5)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定を含んでおります。

２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

設備投資につきましては、中期的な事業展開や投下資本利益率等を総合的に勘案して実施し、事業の安定と成長の実

現につなげております。

重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

該当事項はありません。

(2）重要な設備の改修

該当事項はありません。

(3）重要な設備の除却

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 129,000,000

計 129,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成27年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年６月17日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,254,344 36,254,344
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 36,254,344 36,254,344 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第１回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社取締役に対して新株予約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会にお

いて決議されたものであります。

事業年度末現在
（平成27年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数（個） 800 614

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 80,000 61,400

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,935 同左

新株予約権の行使期間
自 平成24年７月10日

至 平成27年７月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,935

資本組入額 968
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた

対象者は、権利行使時におい

て当社、当社子会社または当

社関連会社の取締役、監査役

または使用人の地位にあるこ

とを要する。ただし、当社、

当社子会社または当社関連会

社の取締役、監査役を任期満

了により退任した場合、また

は定年退職した場合など、当

社取締役会が特別に認めた場

合はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の第三者への譲

渡、質入その他一切の処分

は、別途取締役会の承認がな

い限り認めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－ －
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第２回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

事業年度末現在
（平成27年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数（個） 1,220 671

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 122,000 67,100

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,935 同左

新株予約権の行使期間
自 平成24年７月10日

至 平成27年７月９日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 1,935

資本組入額 968
同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた

対象者は、権利行使時におい

て当社、当社子会社または当

社関連会社の取締役、監査役

または使用人の地位にあるこ

とを要する。ただし、当社、

当社子会社または当社関連会

社の取締役、監査役を任期満

了により退任した場合、また

は定年退職した場合など、当

社取締役会が特別に認めた場

合はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の第三者への譲

渡、質入その他一切の処分

は、別途取締役会の承認がな

い限り認めないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
－ －

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日 36,254,344 36,254,344 4,480 4,480 6,054 6,054

（注） 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、アサヒプリテック㈱とジャパンウェイスト㈱との共同株式

移転による当社の設立に際して株式を発行したことによるものであります。
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（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 37 29 51 173 4 8,518 8,812 －

所有株式数（単元） － 73,432 6,005 31,452 88,977 20 161,993 361,879 66,444

所有株式数の割合

（％）
－ 20.29 1.66 8.69 24.59 0.01 44.76 100 －

（注） 自己株式3,519,057株は「個人その他」に35,190単元、「単元未満株式の状況」に57株を含めて記載しており

ます。なお、自己株式3,519,057株は株主名簿記載上の株式数であります。

（７）【大株主の状況】

平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,739 4.80

㈱テラエンタープライズ 兵庫県西宮市深谷町12－39 1,350 3.72

寺山 満春 兵庫県芦屋市 882 2.43

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 865 2.39

寺山 正道 兵庫県芦屋市 802 2.21

㈱Ｋ＆Ｍ 兵庫県西宮市深谷町12－39 700 1.93

アサヒ従業員持株会 兵庫県神戸市中央区加納町４丁目４番17号 681 1.88

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 505025

（常任代理人 株式会社みずほ銀

行決済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 

02101 U.S.A.

（東京都中央区月島４丁目16－13）

535 1.48

CHASE MANHATTAN BANK GTS

CLIENTS ACCOUNT ESCROW

（常任代理人 株式会社みずほ銀

行決済営業部）

5TH FLOOR, TRINITY TOWER 9, THOMAS 

MORE STREET LONDON, E1W 1YT, UNITED 

KINGDOM

（東京都中央区月島４丁目16－13）

527 1.46

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 450 1.24

計 － 8,534 23.54

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数は、全て信託業

務に係る株式数であります。

２．上記のほか、自己株式が3,519千株（9.71％）あります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 3,519,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 32,668,900 326,689 －

単元未満株式 普通株式 66,444 － －

発行済株式総数 36,254,344 － －

総株主の議決権 － 326,689 －

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

アサヒホールディン

グス㈱

神戸市中央区加納町

四丁目４番17号
3,519,000 － 3,519,000 9.71

計 － 3,519,000 － 3,519,000 9.71
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する

方法によるものであります。

当該制度の内容は、以下のとおりであります。

第１回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議）

会社法に基づき、平成22年６月16日第１期定時株主総会終結の時に在任する当社取締役に対して新株予約権

を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において決議されたものであります。

決議年月日 平成22年６月16日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役４名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注） 新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整します。

①  当社が当社普通株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または併合を行う場合、その他払込金

額の調整をすることが適切な場合には、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

②  当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式に

より１株あたりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切上げます。

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

の払込金額

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株あたりの払込金額」を「１株あたりの処分金額」に読み替えるものとします。

③  当社が合併等を行う場合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合、当社は必要と

認める払込金額の調整を行います。
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第２回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議）

会社法に基づき、当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人に対して特に有利な条件をもって新株予

約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

決議年月日 平成22年６月16日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人15名

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注）

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注） 新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整します。

①  当社が当社普通株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または併合を行う場合、その他払込金

額の調整をすることが適切な場合には、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切上げます。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

②  当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（当社普通株式の交付を請求でき

る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式に

より１株あたりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切上げます。

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

の払込金額

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に、「１株あたりの払込金額」を「１株あたりの処分金額」に読み替えるものとします。

③  当社が合併等を行う場合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合、当社は必要と

認める払込金額の調整を行います。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 500 897,850

当期間における取得自己株式 50 113,600

（注） 当期間における取得自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他（注）１ － － 73,500 142,222,500

保有自己株式数（注）２ 3,519,057 － 3,445,607 －

（注）１．当期間は、新株予約権の権利行使（株式数73,500株、処分価額の総額142,222,500円）であります。

（注）２．当期間における保有自己株式には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、安定した収益力の維持とさらなる成長によって企業価値の向上を図り、配当などを通して株主のみなさま

の期待に応えることを基本方針としております。一方、成長分野への投資や新規事業開発等に備えるため、内部留保

の充実を図ることも重要であると考えております。内部留保資金につきましては、今後の経営環境の変化に迅速に対

応し、成長分野への投資や新規事業開発等への投資に有効に活用してまいりたいと考えております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、取締役会

であります。

当事業年度の配当につきましては、上記の方針の下、１株当たり60円（うち中間配当30円）を実施することを決定

いたしました。

当社は、株主総会の決議によらず、取締役会決議により剰余金の配当等を行うことができる旨を定款に定めており

ます。

なお、第６期の剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成26年10月29日

取締役会決議
982 30

平成27年５月11日

取締役会決議
982 30

（注） 平成26年10月29日取締役会決議に基づく配当金の総額には、㈱三井住友銀行（アサヒ従業員持株会信託口）に

対する配当金３百万円を含めております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 2,085 1,873 2,026 2,178 2,191

最低（円） 1,150 1,433 1,221 1,410 1,555

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,977 1,902 1,873 1,890 2,069 2,191

最低（円） 1,705 1,720 1,713 1,730 1,741 2,017

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 ９名 女性 －名 （役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役 会長兼社長 寺山 満春 昭和15年３月10日生

昭和39年３月 東京大学経済学部卒業

昭和39年４月 ㈱クラレ入社

昭和48年７月 アサヒプリテック㈱入社

昭和56年５月 アサヒプリテック㈱代表取締役社長

平成３年９月 アサヒプリテック㈱代表取締役会長

平成９年３月 アサヒプリテック㈱代表取締役社長

平成21年４月 当社代表取締役社長

平成23年４月 当社代表取締役会長兼社長

平成23年４月 アサヒプリテック㈱取締役会長（現

任）

平成24年６月 当社代表取締役会長

平成26年６月 当社代表取締役会長兼社長（現任）

(注)４ 882,345

取締役 武内 義勝 昭和31年１月１日生

昭和53年３月 神戸大学法学部卒業

昭和53年４月 ㈱兵庫相互銀行（当時）入社

平成11年４月 アサヒプリテック㈱入社

平成13年６月 アサヒプリテック㈱取締役 総務部

長

平成18年３月 アサヒプリテック㈱取締役 常務執

行役員 環境リサイクル事業本部長

平成20年５月 ジャパンウェイスト㈱代表取締役社

長（現任）

平成21年４月 当社取締役（現任）

(注)４ 5,050

取締役 東浦 知哉 昭和36年１月26日生

昭和59年３月 大阪大学人間科学部卒業

昭和59年４月 日本電気㈱入社

平成13年２月 アサヒプリテック㈱入社

平成15年１月 アサヒプリテック㈱管理統括本部長

平成18年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 管理統括本部長

平成19年５月 ㈱太陽化学代表取締役社長

平成21年４月 当社取締役 企画管理本部長

平成22年４月 当社取締役 総務人事本部長

平成22年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 貴金属リサイクル事業本部長

平成23年４月 当社取締役（現任）

平成24年１月 アサヒプリテック㈱取締役

平成25年４月 ジャパンウェイスト㈱取締役

平成26年６月 アサヒプリテック㈱代表取締役社長

（現任）

(注)４ 1,500
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役 重政 啓太郎 昭和40年２月15日生

平成元年３月 京都大学大学院工学研究科卒業

平成元年４月 ㈱ＣＳＫ入社

平成14年１月 ㈱ファーストリテイリング入社

平成23年６月 アサヒプリテック㈱入社

アサヒプリテック㈱情報システム部

長

当社グループ戦略情報統括部長

平成24年４月 当社情報システム部長

平成24年７月 当社執行役員 情報システム部長 兼 

企画部長

平成25年６月 当社取締役 執行役員 情報システム

部長 兼 企画部長

平成26年７月 当社取締役 執行役員 情報システム

部長 兼 人事部長（現任）

平成26年12月 アサヒアメリカホールディングス㈱

代表取締役社長（現任）

(注)４ 1,000

取締役 川畑 一夫 昭和32年４月20日生

昭和57年３月 東京大学大学院工学部卒業

昭和57年４月 新日本製鐵㈱入社

平成18年７月 新日鉄エンジニアリング㈱入社

平成20年７月 アサヒプリテック㈱入社

平成20年10月 アサヒプリテック㈱技術統括本部副

本部長

平成21年６月 アサヒプリテック㈱執行役員 技術

統括本部副本部長

平成24年４月 アサヒプリテック㈱執行役員 テク

ノセンター長

平成25年４月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 テクノセンター長（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）

平成26年12月 アサヒアメリカホールディングス㈱

取締役（現任）

(注)４ 4,000

取締役

（監査等委

員）

森井 章二 昭和23年２月12日生

昭和47年３月 早稲田大学商学部卒業

昭和47年４月 住友信託銀行㈱入行

平成13年６月 住友信託銀行㈱執行役員京都支店長

平成15年６月 神戸空港ターミナル㈱代表取締役社

長

平成18年６月 海上アクセス㈱代表取締役社長

平成21年６月 アサヒプリテック㈱社外取締役

平成22年６月 当社社外取締役

平成27年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

(注)５ 1,000

取締役

（監査等委

員）

田辺 幸夫 昭和33年12月27日生

昭和56年３月 横浜市立大学商学部卒業

昭和56年４月 日本ビクター㈱入社

昭和63年１月 ソニー㈱入社

平成16年９月 アサヒプリテック㈱入社

平成20年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 企画本部副本部長

平成21年４月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 管理本部長

平成21年４月 当社取締役

平成22年４月 当社取締役 企画管理本部長

平成23年６月 当社監査役

平成27年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

(注)５ 1,000
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

取締役

（監査等委

員）

徳嶺 和彦 昭和33年１月11日生

昭和57年３月 日本大学法学部卒業

平成５年４月 弁護士登録

銀座シティ法律事務所所属

平成８年４月 徳嶺法律事務所開設

平成13年12月 アサヒプリテック㈱仮監査役

平成14年６月 アサヒプリテック㈱監査役

平成21年４月 当社社外監査役

平成27年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

(注)５ 6,000

取締役

（監査等委

員）

大久保 裕晴 昭和27年11月３日生

昭和50年３月 一橋大学経済学部卒業

昭和50年４月 日本銀行入行

平成９年11月 同行函館支店長

平成13年４月 同行神戸支店長

平成16年４月 神戸大学大学院経済学研究科教授

平成19年４月 ㈱池田泉州銀行顧問(現任）

㈱自然総研代表取締役社長（現任）

平成26年４月 大阪経済大学経済学部非常勤講師

（現任）

平成27年６月 当社社外取締役（監査等委員）

（現任）

(注)５ －

計 901,895

（注）１．平成27年６月16日開催の定時株主総会において定款の変更が決議されたことにより、当社は同日付をもって

監査等委員会設置会社に移行しております。

２．森井章二氏、徳嶺和彦氏、大久保裕晴氏は、「社外取締役」であります。

３．当社の監査等委員会については次のとおりであります。

委員 森井章二氏、委員 田辺幸夫氏、委員 徳嶺和彦氏、委員 大久保裕晴氏

４．平成27年６月16日開催の定時株主総会の終結の時より、平成28年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

であります。

５．平成27年６月16日開催の定時株主総会の終結の時より、平成29年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで

であります。

5857/E21187/アサヒホールディングス/2015年
－34－



６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、上場企業としての社会的使命と責任を果たし、永続的な成長と発展を実現するため、コンプライアン

スを重視しつつ、経営環境の変化に迅速に対応できるトップマネジメント構造の整備及び事業執行体制の充実を

推進しております。

(1）企業統治の体制

①  企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

当社は、平成27年６月16日開催の第６期定時株主総会の決議に基づき、「監査等委員会設置会社」へ移行いた

しました。社外取締役を過半数とする監査等委員会を設置し、財務、法律、経営等いずれの分野でも専門的な知

見を有する社外取締役を含む監査等委員である取締役が、適法性監査だけではなく妥当性監査を行います。当社

は、取締役会の監査・監督機能ならびにコーポレート・ガバナンス体制の強化とともに、経営の健全性と透明性

の向上を図ってまいります。

（取締役会）

取締役会は、取締役９名（うち社外取締役３名）で構成され、経営の基本方針、計画、戦略、法令で定められ

た事項、その他経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、当社グループの業務執行を厳正に監督してお

ります。取締役会は、原則として年８回定時開催するほか、必要に応じて随時開催しております。なお、会社と

社外取締役との間に特別の利害関係はありません。

（グループ経営戦略会議）

グループ経営戦略会議は、グループ各部門の執行責任者である社内取締役で構成され、新規事業や投融資等に

関して迅速かつ機動的に審議・決定を行うとともに、当社グループの事業計画の進捗に関する審議を行っており

ます。また、取締役会専決事項についても、重要なものについては事前にグループ経営戦略会議において審議

し、戦略的意思決定に係る審議の充実を図っております。なお、グループ経営戦略会議は毎月１回定時開催する

ほか、必要に応じて随時開催しております。

（監査等委員・監査等委員会）

当社は、監査等委員会を設置しており、監査等委員会は社外取締役３名（うち弁護士１名）ならびに社内取締

役１名（常勤）で構成されております。必要に応じて監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人を置く

ことにより、監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するために必要な情報提供等が速や

かになされる体制をとっております。

監査等委員である取締役は取締役会に毎回出席するほか、営業所・工場等への往査、会計監査人からの会計監

査結果報告会等を実施しており、業務執行の全般に亘って監査を実施しております。また、内部監査部門とは情

報の交換を密に行い、相互に連携して内部統制システムの強化を推進しております。

（内部監査）

当社は、業務の適正な運営・改善・効率化を図るべく、当社グループを対象として、計画的で網羅的な内部監

査を実施しております。

（独立監査人）

当社は、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査を新日本有限責任監査法人に委嘱して

おります。独立監査人である新日本有限責任監査法人は、監査人として独立した立場から財務諸表に対する意見

を表明しております。なお、会社と独立監査人の間に特別の利害関係はありません。

5857/E21187/アサヒホールディングス/2015年
－35－



当社のコーポレート・ガバナンス体制の図式は次のとおりです。

②  リスク管理体制の整備の状況

当社グループの事業遂行プロセス、業務構造等に潜在するリスクを適切にコントロールするため、事業活動上

のリスクの把握・評価及び対策を実施する体制を設置し、コンプライアンスを確立しつつリスクの顕在化を未然

に防止しております。

③  内部監査及び監査等委員会監査の状況

内部監査につきましては、内部監査部門（１名）により、当社グループを対象とした監査を実施しておりま

す。監査等委員である取締役の監査は各監査等委員である取締役（社外取締役３名、社内取締役１名）によって

実施しており、取締役会に毎回出席するほか、その他の重要会議にも積極的に出席し、財務・会計ならびに法律

に関する高い専門的見地から発言を行っております。また、監査等委員である取締役は、会計監査人と定期的な

情報交換を行うとともに、内部監査部門および内部統制部門とも定期的な情報交換及び意見交換を実施しており

ます。

④  会計監査の状況

会計監査につきましては、当社は会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査に新日本有限

責任監査法人を起用しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間に

は、特別な利害関係はありません。当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成

は以下のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員 業務執行社員 長 光雄、垂井 健

会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 10名、その他 16名

（注） 継続監査年数については、業務執行社員の全員が７年以内であるため記載を省略しております。
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⑤  社外取締役

当社の社外取締役は３名であります。

森井章二氏は、金融・財務を含めた経営に関する専門的な知識や経験を有しており、経営に対して独立性を確

保した立場から有用な意見をいただくことを目的として、同氏を社外取締役に選任しております。徳嶺和彦氏

は、弁護士として専門的な知識や経験を有しており、経営に対して独立性を確保した立場から監視・監査機能を

果たすことを目的として、同氏を社外取締役に選任しております。大久保裕晴氏は、金融・財務を含めた経営に

関する専門的な知識や経験を有しており、経営に対して独立性を確保した立場から監視・監査機能を果たすこと

を目的として、同氏を社外取締役に選任しております。なお、社外取締役の兼職先と当社及び当社グループとの

間に特別な利害関係はありません。

社外取締役は、取締役会に毎回出席するほか、その他の重要会議にも出席するなど、経営に対して独立した立

場から監視・監督機能を果たしており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っておりま

す。また、会計監査人や内部監査部門とも定期的な情報交換を行っております。

当社は、社外取締役を選任するための独立性に関する基準又は方針として明確に定めたものはありませんが、

選任にあたっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣からの独立した立場で社外役員としての職務を

遂行できる十分な独立性が確保できることを前提に判断しております。なお、森井章二氏、徳嶺和彦氏及び大久

保裕晴氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として同取引所に届け出ております。

⑥  役員報酬等

・役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役

を除く）

112 95 － 17 － 7

監査役

（社外監査役

を除く）

18 18 － － － 1

社外役員 16 16 － － － 3

（注）１．期末現在の支給人員は、取締役６名、監査役１名、社外役員３名であります。

２．役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はありませんので記載を省略して

おります。

・役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役及び監査役の報酬限度額は、平成27年６月16日開催の第６期定時株主総会において決議しておりま

す。役員個々の報酬につきましては、業績等に対する各役員の貢献度に基づき決定しております。

（注）１．報酬限度額

取締役 年額 200百万円

取締役（監査等委員） 年額 100百万円
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⑦  株式の保有状況

当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有

会社）であるアサヒプリテック株式会社については、以下のとおりです。

・投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

４銘柄 99百万円

・保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

日本電気硝子㈱ 85,000 45 取引関係の強化

㈱キタムラ 10,000 6 取引関係の強化

日本マニュファクチャリ

ングサービス㈱
73,000 24 取引関係の構築

みなし保有株式

該当事項はありません。

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

日本電気硝子㈱ 85,000 49 取引関係の強化

㈱キタムラ 10,000 7 取引関係の強化

日本マニュファクチャリ

ングサービス㈱
73,000 40 取引関係の構築

みなし保有株式

該当事項はありません。

・保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

・投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計上

額

該当事項はありません。

・投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計上

額

該当事項はありません。
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当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最大保有会社の次に大きい

株式会社フジ医療器については、以下のとおりです。

・投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額

３銘柄 40百万円

・保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式

該当事項はありません。

みなし保有株式

該当事項はありません。

当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

上新電機㈱ 33,000 30 取引関係の強化

㈱中京医薬品 12,300 3 取引関係の強化

みなし保有株式

該当事項はありません。

・保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

・投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計上

額

該当事項はありません。

・投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計上

額

該当事項はありません。

(2）取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。（当事業年度末現在）

なお、平成27年６月16日開催の第６期定時株主総会において、取締役（監査等委員であるものを除く。）は10名

以内とし、監査等委員である取締役は６名以内とする旨定款変更を行っております。
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(3）取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によ

らないものとする旨定款に定めております。

(4）剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除

き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取

締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

(5）株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

(6）取締役及び監査役であったものの責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であったものを含む。）及び監査役であったものの責任を法令の限度において免除することができる旨を

定款に定めております。また、当社は、会社法第427条第１項に基づき、取締役（業務執行取締役等である者を除

く。）との間において、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。これらは、取締役が職務を遂行するにあたり、その能

力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

監査証明業務に基づく
報酬（円）

非監査業務に基づく報
酬（円）

提出会社 22,800,000 75,000 30,300,000 6,100,000

連結子会社 15,200,000 － 15,200,000 －

計 38,000,000 75,000 45,500,000 6,100,000

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

(前連結会計年度）

当社は、新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である

「海外所得税法用証明書発行業務」についての対価を支払っております。

(当連結会計年度）

当社は、新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である

「海外所得税法用証明書発行業務」及び「国際財務報告基準（IFRS）の導入に関する指導・助言業務」についての

対価を支払っております。

④【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有

限責任監査法人による監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,640 11,046

受取手形及び売掛金 11,319 15,146

商品及び製品 4,094 4,855

仕掛品 8,596 9,141

原材料及び貯蔵品 1,107 1,633

繰延税金資産 688 854

その他 2,191 5,919

貸倒引当金 △120 △40

流動資産合計 37,517 48,556

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※３18,219 ※３24,360

減価償却累計額 △9,239 △12,062

建物及び構築物（純額） 8,979 12,298

機械装置及び運搬具 13,305 19,917

減価償却累計額 △11,493 △14,903

機械装置及び運搬具（純額） 1,811 5,013

土地 ※３13,122 ※３14,568

建設仮勘定 226 38

その他 2,486 3,529

減価償却累計額 △2,220 △3,113

その他（純額） 266 415

有形固定資産合計 24,407 32,334

無形固定資産

のれん 2,021 21,737

その他 835 906

無形固定資産合計 2,856 22,643

投資その他の資産

投資有価証券 ※２171 168

繰延税金資産 123 368

退職給付に係る資産 － 154

その他 ※２1,042 676

貸倒引当金 △5 △24

投資その他の資産合計 1,331 1,343

固定資産合計 28,595 56,321

資産合計 66,112 104,877
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,643 6,161

短期借入金 ※１,※３495 ※１,※３26,171

1年内返済予定の長期借入金 ※３143 270

未払金 1,517 3,473

未払法人税等 2,635 2,111

賞与引当金 600 747

役員賞与引当金 39 36

修繕引当金 101 106

製品保証引当金 16 85

売上割戻引当金 － 371

返品調整引当金 － 13

その他 3,151 6,053

流動負債合計 12,342 45,603

固定負債

長期借入金 ※３5,419 6,550

繰延税金負債 1,697 1,567

退職給付に係る負債 122 126

その他 38 72

固定負債合計 7,278 8,316

負債合計 19,621 53,919

純資産の部

株主資本

資本金 4,480 4,480

資本剰余金 6,038 6,038

利益剰余金 40,648 44,459

自己株式 △5,379 △5,159

株主資本合計 45,788 49,819

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 15 33

繰延ヘッジ損益 △121 313

為替換算調整勘定 665 338

その他の包括利益累計額合計 559 685

新株予約権 77 77

少数株主持分 66 375

純資産合計 46,491 50,958

負債純資産合計 66,112 104,877
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

売上高 94,254 111,417

売上原価 ※１79,018 ※１88,340

売上総利益 15,235 23,076

販売費及び一般管理費 ※２,※６5,604 ※２,※６12,595

営業利益 9,631 10,480

営業外収益

受取利息 29 35

受取配当金 2 4

為替差益 294 37

補助金収入 17 36

その他 49 68

営業外収益合計 393 183

営業外費用

支払利息 21 54

その他 13 48

営業外費用合計 35 102

経常利益 9,989 10,561

特別利益

固定資産売却益 ※３9 ※３9

投資有価証券売却益 0 10

保険差益 37 －

特別利益合計 46 19

特別損失

固定資産除却損 ※４32 ※４62

固定資産売却損 ※５1 ※５7

減損損失 ※７102 ※７57

付加価値税加算税 － 736

特別損失合計 136 863

税金等調整前当期純利益 9,899 9,717

法人税、住民税及び事業税 3,942 3,916

法人税等調整額 △13 △40

法人税等合計 3,928 3,875

少数株主損益調整前当期純利益 5,970 5,842

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 67

当期純利益 5,971 5,774
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【連結包括利益計算書】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 5,970 5,842

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3 18

繰延ヘッジ損益 △79 434

為替換算調整勘定 511 △298

持分法適用会社に対する持分相当額 21 △23

その他の包括利益合計 ※449 ※131

包括利益 6,420 5,973

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 6,413 5,900

少数株主に係る包括利益 6 72
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,480 6,087 36,697 △5,507 41,758

会計方針の変更による累積
的影響額

△48 △56 7 △97

会計方針の変更を反映した当
期首残高

4,480 6,038 36,641 △5,499 41,661

当期変動額

剰余金の配当 △1,964 △1,964

当期純利益 5,971 5,971

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 121 121

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 4,006 120 4,127

当期末残高 4,480 6,038 40,648 △5,379 45,788

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 19 △41 139 116 77 59 42,012

会計方針の変更による累積
的影響額

△97

会計方針の変更を反映した当
期首残高

19 △41 139 116 77 59 41,915

当期変動額

剰余金の配当 △1,964

当期純利益 5,971

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 121

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△3 △79 526 442 － 6 449

当期変動額合計 △3 △79 526 442 － 6 4,576

当期末残高 15 △121 665 559 77 66 46,491
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当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,480 6,038 40,648 △5,379 45,788

会計方針の変更による累積
的影響額

－

会計方針の変更を反映した当
期首残高

4,480 6,038 40,648 △5,379 45,788

当期変動額

剰余金の配当 △1,964 △1,964

当期純利益 5,774 5,774

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 221 221

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 － － 3,810 220 4,030

当期末残高 4,480 6,038 44,459 △5,159 49,819

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ損
益

為替換算調整
勘定

その他の包括
利益累計額合
計

当期首残高 15 △121 665 559 77 66 46,491

会計方針の変更による累積
的影響額

－

会計方針の変更を反映した当
期首残高

15 △121 665 559 77 66 46,491

当期変動額

剰余金の配当 △1,964

当期純利益 5,774

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 221

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

17 434 △326 125 － 309 435

当期変動額合計 17 434 △326 125 － 309 4,466

当期末残高 33 313 338 685 77 375 50,958
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 9,899 9,717

減価償却費 1,842 1,785

減損損失 102 57

のれん償却額 387 649

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 12 2

受取利息及び受取配当金 △31 △39

支払利息 21 54

固定資産除売却損益（△は益） 24 59

売上債権の増減額（△は増加） 1,636 943

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,152 903

仕入債務の増減額（△は減少） 724 △646

未払金の増減額（△は減少） △74 767

その他 26 △342

小計 15,726 13,911

利息及び配当金の受取額 44 44

利息の支払額 △23 △54

法人税等の支払額 △2,436 △5,922

法人税等の還付額 747 1,439

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,058 9,419

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △79 △109

定期預金の払戻による収入 － 82

差入保証金の回収による収入 34 130

有形固定資産の取得による支出 △679 △1,345

有形固定資産の売却による収入 62 127

無形固定資産の取得による支出 △207 △210

関係会社株式の取得による支出 ※２△156 ※２△28,775

関係会社株式の売却による収入 － 116

関係会社の整理による収入 － 15

その他 △63 335

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,090 △29,633

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △9,750 25,676

長期借入れによる収入 5,100 －

長期借入金の返済による支出 △1,510 △2,492

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △40 △45

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の売却による収入 145 270

配当金の支払額 △1,964 △1,965

財務活動によるキャッシュ・フロー △8,021 21,442

現金及び現金同等物に係る換算差額 381 143

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,328 1,371

現金及び現金同等物の期首残高 4,141 9,470

現金及び現金同等物の期末残高 ※１9,470 ※１10,841
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数 24社

主要な連結子会社の名称

アサヒプリテック㈱

ジャパンウェイスト㈱

日本ケミテック㈱

JWロジスティクス㈱

㈱太陽化学

㈱イヨテック

富士炉材㈱

JWガラスリサイクル㈱

エコマックス㈱

㈱共同化学

㈱インターセントラル

紘永工業㈱

㈱フジ医療器

ASAHI G&S SDN.BHD.

上海朝日浦力環境科技有限公司

韓国アサヒプリテック㈱

朝日浦力科技股份有限公司

朝世科技股份有限公司

アサヒアメリカホールディングス㈱

Asahi Refining Holdings UK Limited

Asahi Refining USA Inc.

Asahi Refining Canada Ltd.

その他２社

㈱フジ医療器については、平成26年７月１日付で新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めておりま

す。

アサヒアメリカホールディングス㈱については、平成26年12月５日付で新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。

Asahi Refining Holdings UK Limited及びその子会社２社（Asahi Refining USA Inc.、Asahi Refining

Canada Ltd.）については、平成27年３月５日付でAsahi Refining Holdings UK Limitedの全株式を取得し

たため、連結の範囲に含めております。

また、㈱ウスダ製作所については、平成26年10月１日付でアサヒプリテック㈱と合併したため、連結の範

囲から除外しております。

(2）主要な非連結子会社の名称等

該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用会社

該当事項はありません。

江門朝日励福資源綜合利用有限公司は、当連結会計年度において株式を売却したため、持分法の適用範囲から除

外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうちASAHI G&S SDN.BHD.、上海朝日浦力環境科技有限公司、韓国アサヒプリテック㈱、朝日浦力

科技股份有限公司及び朝世科技股份有限公司の決算日は、12月31日であります。なお、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法
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ロ デリバティブ

時価法

ハ たな卸資産

製品・仕掛品・原材料

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（一部の製品については個別法による原価法）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）を、また、在外連結子会社は主として所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～17年

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定額法を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採用

しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づいております。

ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。また在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。

ロ 賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

ニ 修繕引当金

製造設備の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額に基づき、当連結会計年度までに負担すべ

き金額を計上しております。

ホ 製品保証引当金

一部の連結子会社は、製品販売後のアフターサービス費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき必要額

を計上しております。

ヘ 売上割戻引当金

一部の連結子会社は、将来の売上割戻に備えるため、売上割戻金見込額のうち、当連結会計年度の負担に属

する金額を計上しております。

ト 返品調整引当金

一部の連結子会社は、販売した製品に係る返品に備えるため、当連結会計年度末における返品損失見込額を

計上しております。
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(4）退職給付に係る会計処理の方法

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時において一時に費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時において一時に費用処理しております。

ハ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により円換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして

いる場合には振当処理を採用しております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段

デリバティブ取引（先渡取引）

ヘッジ対象

貴金属製品

ｂ．ヘッジ手段

先物為替予約

ヘッジ対象

外貨建金銭債権債務

ハ ヘッジ方針

貴金属相場変動リスク等の低減並びに収支の改善のため、内規に基づき、ヘッジ対象に係る価格変動リス

ク及び為替変動リスク等を一定の範囲内でヘッジしております。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較

し、両者の変動額を基礎にして評価しております。

なお、振当処理によっている為替予約については、有効性の評価を省略しております。

(7）のれんの償却方法及び償却期間

個別案件毎に判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却を行っております。

(8）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9）消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（たな卸資産の評価方法の変更）

当社グループにおけるたな卸資産の評価方法は、従来、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりましたが、当連結会計年度より、主として移動平均法によ

る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更しております。

この変更は、金属相場の変動に対応し、たな卸資産の品目別・工程別管理を適時かつ精緻に行うとともに、より正

確なたな卸資産の評価及び期間損益計算を行うことを目的として、新たな基幹システムを導入したことに伴うもので

あります。

過去の連結会計年度について移動平均法による単価計算を行うために必要な在庫受払記録を保持していないため、

この会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を算定することは実務上不可能であります。そのため、前連結会計

年度末におけるたな卸資産の帳簿価額を当連結会計年度の期首残高として、期首から将来にわたり移動平均法を適用

しております。

なお、これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそ

れぞれ122百万円、当期純利益は79百万円減少しております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年

３月26日）を当連結会計年度より適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託から従

業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸

費用の純額を負債に計上しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後

の連結財務諸表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度の連結貸借対照表は、その他流動負債が124百万円増加

し、資本剰余金が69百万円、利益剰余金が67百万円、自己株式が４百万円、それぞれ減少しております。

前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計算書の遡及適用後

の期首残高は、資本剰余金が48百万円、利益剰余金が56百万円、自己株式が７百万円、それぞれ減少しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

(1）概要

子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、取得

関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計処理の確

定の取扱い等について改正されました。

(2）適用予定日

平成28年３月期の期首から適用します。

なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から適用し

ます。

(3）当該会計基準等の適用による影響

「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っておりま

す。

(1）取引の概要

当社は、平成22年２月１日開催の取締役会において、当社グループの従業員持株会との連携によるESOPストラク

チャーである「従業員持株会連携型ESOP」(以下「本ストラクチャー」といいます。）を導入することを決議いた

しました。

本ストラクチャーにおいて、当社株式の保有及び処分を行う信託（以下「本信託」といいます。）を設定のう

え、本信託の受託者（以下「受託者」といいます。）が、(i)借入れにより調達した資金をもって当社が処分する

自己株式である株式を取得したうえ、当社グループの従業員持株会である「アサヒ従業員持株会（以下「当社持株

会」といいます。）による当社株式の継続的かつ安定的な買付けに資するために、本信託の信託財産に属する当社

株式を売り付けること、(ii)本信託の信託財産に属する当社株式につき、当社持株会の会員（以下「会員」といい

ます。）の意思を反映する態様における議決権の行使を行うこと、並びに、(iii)本信託の信託財産に属する当社

株式の売却によって当該借入れ返済後も余剰が生じる場合、金銭を会員に交付すること等を実施いたします。

なお、当社は受託者による借入について保証いたしますので、万一本信託の終了時までに当社株式の売却による

当該借入の返済に不足が生じる場合等には保証履行を行うこととなります。よって当社株価の下落により、信託終

了時点において信託財産内に当該株式売却損相当の借入金残高がある場合には、保証契約に基づいて、当社が保証

人として当該残債を一括弁済（保証履行）することとなりますが、従業員への追加負担は一切ございません。

(2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式と

して計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度221百万円、153千株であります。

なお、当連結会計年度において、信託が保有する当社株式は全て売却し、本ストラクチャーは終了いたしまし

た。

(3）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度145百万円、当連結会計年度－百万円
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（連結貸借対照表関係）

※１ 当座貸越契約

当社及び連結子会社５社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

当座貸越極度額 30,059百万円 62,443百万円

借入実行残高 495 26,171

差引額 29,564 36,271

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

投資有価証券(株式） 15百万円 －百万円

その他 103 －

※３ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

建物及び構築物 113百万円 79百万円

土地 172 158

計 286 238

担保付債務は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

短期借入金 50百万円 50百万円

１年内返済予定の長期借入金 20 －

長期借入金 71 －

計 141 50

（連結損益計算書関係）

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

△60百万円 △62百万円
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※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

役員報酬 285百万円 300百万円

給料手当 1,746 4,159

賞与 144 194

賞与引当金繰入額 118 164

役員賞与引当金繰入額 39 31

退職給付費用 15 38

貸倒引当金繰入額 109 △5

研究開発費 369 435

減価償却費 329 397

のれん償却費 387 649

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

建物及び構築物 －百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 8 9

土地 0 －

その他 － 0

計 9 9

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

建物及び構築物 4百万円 18百万円

機械装置及び運搬具 25 34

その他 2 9

計 32 62

※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

機械装置及び運搬具 1百万円 1百万円

土地 － 5

その他 0 －

計 1 7

※６ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

369百万円 435百万円
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※７ 減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

場所 用途 種類

鹿児島県薩摩川内市
貴金属リサイクル事業

環境保全事業
土地、建物及び構築物

当社グループは資産のグループ化において、事業用資産については事業の種類別セグメントごとに、遊休資産等

については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、事業用資産のうち、鹿児島営業所の土地、建物及び構築物については営業所移転に伴

って解体、売却予定となったため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額及び撤去費用を減損損失（98百

万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、土地18百万円、建物及び構築物62百万円、撤去費用17百万円

であります。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地については不動産鑑定士による鑑定評価額等に基

づいて評価しております。

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

場所 用途 種類

千葉県香取市 貴金属リサイクル事業 土地及び建物

沖縄県佐敷町
貴金属リサイクル事業

環境保全事業
土地

大阪府大阪市 ライフ＆ヘルス事業 土地

当社グループは資産のグループ化において、事業用資産については事業の種類別セグメントごとに、遊休資産等

については個別資産ごとにグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、事業用資産のうち、アサヒプリテック㈱千葉リサイクルセンターの土地及び建物につ

いてはリサイクルセンター移転に伴って売却予定となったため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を

減損損失（34百万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、土地22百万円、建物12百万円であります。

アサヒプリテック㈱沖縄営業所の土地については売却予定となったため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当

該減少額及び売却費用を減損損失（12百万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、土地12百万円、売却

費用0百万円であります。

㈱フジ医療器大阪営業所の土地については営業所移転に伴って売却予定となったため、帳簿価額を回収可能額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（9百万円）として特別損失に計上しました。その内訳は、土地9百万円でありま

す。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 △5百万円 18百万円

組替調整額 △0 6

税効果調整前 △5 25

税効果額 1 △7

その他有価証券評価差額金 △3 18

繰延ヘッジ損益：

当期発生額 745 2,097

組替調整額 △867 △1,440

税効果調整前 △121 657

税効果額 41 △222

繰延ヘッジ損益 △79 434

為替換算調整勘定：

当期発生額 511 △298

組替調整額 － －

税効果調整前 511 △298

税効果額 － －

為替換算調整勘定 511 △298

持分法適用会社に対する持分相当額：

当期発生額 21 △14

組替調整額 － △9

持分法適用会社に対する持分相当額 21 △23

その他の包括利益合計 449 131
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 36,254 － － 36,254

合計 36,254 － － 36,254

自己株式

普通株式 （注） １、２、３ 3,756 0 84 3,672

合計 3,756 0 84 3,672

（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式（当連結会計年度期首238千

株、当連結会計年度末153千株）が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち84千株は、従業員持株会信託口から従業員持株会への売却による

ものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 77

合計 － － － － － 77

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月10日

取締役会
普通株式 982 30.00 平成25年３月31日 平成25年５月31日

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 982 30.00 平成25年９月30日 平成25年11月27日

（注）１．平成25年５月10日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対す

る配当金７百万円が含まれております。

２．平成25年10月31日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対す

る配当金５百万円が含まれております。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 982 利益剰余金 30.00 平成26年３月31日 平成26年５月30日

（注）平成26年５月12日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対する配

当金４百万円が含まれております。

5857/E21187/アサヒホールディングス/2015年
－58－



当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 36,254 － － 36,254

合計 36,254 － － 36,254

自己株式

普通株式 （注） １、２、３ 3,672 0 153 3,519

合計 3,672 0 153 3,519

（注）１．普通株式の自己株式の株式数には、従業員持株会信託口が保有する当社株式（当連結会計年度期首153千

株、当連結会計年度末－千株）が含まれております。

２．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

３．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち153千株は、従業員持株会信託口から従業員持株会への売却によ

るもの等であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
－ － － － － 77

合計 － － － － － 77

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月12日

取締役会
普通株式 982 30.00 平成26年３月31日 平成26年５月30日

平成26年10月29日

取締役会
普通株式 982 30.00 平成26年９月30日 平成26年11月26日

（注）１．平成26年５月12日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対す

る配当金４百万円が含まれております。

２．平成26年10月29日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対す

る配当金３百万円が含まれております。

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 982 利益剰余金 30.00 平成27年３月31日 平成26年５月29日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

現金及び預金勘定 9,640百万円 11,046百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △170 △205

現金及び現金同等物 9,470 10,841

※２ 前連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに紘永工業㈱を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価

額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 1,586百万円

固定資産 586

のれん 29

流動負債 △1,265

固定負債 △421

同社株式の取得価額 515

同社現金及び現金同等物 △358

差引：同社取得のための支出 156

当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに㈱フジ医療器を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得

価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 5,753百万円

固定資産 3,300

のれん 6,892

流動負債 △4,528

固定負債 △3,286

少数株主持分 △236

同社株式の取得価額 7,894

同社現金及び現金同等物 △731

差引：同社取得のための支出 7,163

株式の取得により新たにAsahi Refining Holdings UK Limitedを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債

の内訳並びに株式の取得価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。

流動資産 7,591百万円

固定資産 6,040

のれん 13,499

流動負債 △4,856

為替換算調整勘定 592

同社株式の取得価額 22,867

同社現金及び現金同等物 △1,254

差引：同社取得のための支出 21,612
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①  リース資産の内容

有形固定資産

主として、環境保全事業における生産設備（機械装置及び運搬具）及びライフ＆ヘルス事業における生産設

備（工具、器具及び備品）であります。

②  リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

前連結会計年度（平成26年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 4 4 0

合計 4 4 0

（単位：百万円）

当連結会計年度（平成27年３月31日）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 － － －

合計 － － －

(2）未経過リース料期末残高相当額

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

１年内 0 －

１年超 － －

合計 0 －

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

（単位：百万円）

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

支払リース料 1 0

減価償却費相当額 1 0

支払利息相当額 0 0

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

１年内 147 158

１年超 250 289

合計 397 448

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、貴金属リサイクル事業、環境保全事業及びライフ＆ヘルス事業を行うための設備投資

やＭ＆Ａが実行された際に、必要な資金を銀行借入で調達しております。資金運用については、短期的な

預金等に限定しております。デリバティブは、将来の貴金属及び希少金属の販売に係る貴金属相場及び為

替相場の変動によるリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念を早期に把握するように努めております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企

業の株式であり、定期的に把握された時価が関係者へ報告されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

短期借入金は、主に営業取引や設備投資、Ｍ＆Ａに係る資金調達であります。

デリバティブ取引の執行・管理については、内規に基づき、ヘッジ対象に係る価格変動リスク及び為替

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、月次で資金繰計画

表を作成するなどの方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

前連結会計年度（平成26年３月31日）

連結貸借対照表計上額
（*）（百万円）

時価（*）
（百万円）

差額（百万円）

(1）現金及び預金 9,640 9,640 －

(2）受取手形及び売掛金 11,319 11,319 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 146 146 －

(4）支払手形及び買掛金 （3,643） （3,643） －

(5）短期借入金 （495） （495） －

(6）未払金 （1,517） （1,517） －

(7）未払法人税等 （2,635） （2,635） －

(8）１年内返済予定の長期借入金 （143） （163） 20

(9）長期借入金 （5,419） （5,406） △13

(10）デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの (188） (188） －

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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当連結会計年度（平成27年３月31日）

連結貸借対照表計上額
（*）（百万円）

時価（*）
（百万円）

差額（百万円）

(1）現金及び預金 11,046 11,046 －

(2）受取手形及び売掛金 15,146 15,146 －

(3）投資有価証券

その他有価証券 153 153 －

(4）支払手形及び買掛金 （6,161） （6,161） －

(5）短期借入金 （26,171） （26,171） －

(6）未払金 （3,473） （3,473） －

(7）未払法人税等 （2,111） （2,111） －

(8）１年内返済予定の長期借入金 （270） （287） 17

(9）長期借入金 （6,550） （6,532） △17

(10）デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているもの 468 468 －

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3）投資有価証券 その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は取引金融機関から呈示された価

格によっております。

(4）支払手形及び買掛金、(5）短期借入金、(6）未払金、並びに(7）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(8）１年内返済予定の長期借入金、(9）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定する方法によっております。

(10）デリバティブ取引

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については、（ ）で示しております。注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 9 15

関係会社株式 15 －

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証券 」には含めておりません。
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 9,181 － － －

受取手形及び売掛金 11,319 － － －

合計 20,500 － － －

当連結会計年度（平成27年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 10,607 － － －

受取手形及び売掛金 15,146 － － －

合計 25,753 － － －

４．社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 495 － － － － －

長期借入金 143 143 5,133 107 36 －

リース債務 28 18 10 7 2 －

合計 666 161 5,143 114 38 －

当連結会計年度（平成27年３月31日）

１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 26,171 － － － － －

長期借入金 270 5,270 270 1,010 － －

リース債務 46 25 23 17 5 －

合計 26,487 5,295 293 1,027 5 －
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 76 47 28

小計 76 47 28

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 40 45 △4

(2）その他 30 30 －

小計 70 75 △4

合計 146 122 23

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額9百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

当連結会計年度（平成27年３月31日）

種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1）株式 143 91 52

小計 143 91 52

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1）株式 9 12 △3

(2）その他 － － －

小計 9 12 △3

合計 153 104 48

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額15百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

２．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 0 0 －

(2）その他 － － －

合計 0 0 －

当連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 25 0 －

(2）その他 30 0 0

合計 55 1 0
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ対
象

契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

為替予約等の

振当処理

為替予約取引

売建

米ドル

売掛金 1 － 1

合 計 1 － 1

（注） 時価の算定方法

先物為替相場に基づいて算定しております。

当連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。

(2）商品関連

前連結会計年度（平成26年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ対
象

契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

貴金属製品

先渡取引

売建

貴金属製品 14,178 － 14,367

合 計 14,178 － 14,367

（注） 時価の算定方法

取引先から提示された価格に基づいて算定しております。

当連結会計年度（平成27年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類
主なヘッジ対
象

契約額等
（百万円）

契約額等のう
ち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

原則的処理方法

貴金属製品

先渡取引

売建

貴金属製品 14,636 － 14,168

合 計 14,636 － 14,168

（注） 時価の算定方法

取引先から提示された価格に基づいて算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採

用しております。

確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給します。

一部の連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算してお

ります。

なお、当期に取得した連結子会社（Asahi Refining Canada Ltd.)は積立型の確定給付制度を採用しておりま

す。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 －百万円 －百万円

子会社新規取得による増加 － 2,826

退職給付債務の期末残高 － 2,826

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（(3）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

年金資産の期首残高 －百万円 －百万円

子会社新規取得による増加 － 2,980

年金資産の期末残高 － 2,980

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

前連結会計年度

（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 107百万円 122百万円

退職給付費用 22 23

退職給付の支払額 △8 △6

制度への拠出額 △1 △0

制度清算による減少 － △13

その他 1 1

退職給付に係る負債の期末残高 122 126

(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る

資産の調整表

前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 50百万円 2,881百万円

年金資産 △15 △2,996

35 △115

非積立型制度の退職給付債務 86 88

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 122 △27

退職給付に係る負債 122 126

退職給付に係る資産 － △154

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 122 △27

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

前連結会計年度 当連結会計年度
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（自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日）

（自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日）

簡便法で計算した退職給付費用 22百万円 23百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 22 23

(6）年金資産に関する事項

年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次の通りであります。

前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

投資信託 －％ 99％

現金及び預金 － 0

合 計 － 100

(7）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

割引率 －％ 3.7％

３．確定拠出制度

連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度23百万円であります。
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

平成22年
ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社および当社子会社の取締役、使用人

19名

株式の種類別のストック・オプシ

ョンの数（注）
普通株式 202,000株

付与日 平成22年７月９日

権利確定条件

新株予約権の割当てを受けた対象者は、権利行

使時において当社、当社子会社または当社関連

会社の取締役、監査役または使用人の地位にあ

ることを要する。ただし、当社、当社子会社ま

たは当社関連会社の取締役、監査役を任期満了

により退任した場合、または定年退職した場合

など、当社取締役会が特別に認めた場合はこの

限りではない。

対象勤務期間 自平成22年７月９日 至平成24年７月９日

権利行使期間 自平成24年７月10日 至平成27年７月９日

（注） 株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成27年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション

の数については、株式数に換算して記載しております。

①  ストック・オプションの数

平成22年
ストック・オプション

権利確定前 （株）

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後 （株）

前連結会計年度末 202,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 202,000

②  単価情報

平成22年
ストック・オプション

権利行使価格 （円） 1,935

行使時平均株価 （円） －

付与日における公正な評価単価 （円） 385.68

２．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産

未払事業税 183百万円 155百万円

賞与引当金 214 214

役員賞与引当金 13 12

退職給付に係る負債 40 38

投資有価証券評価損否認 33 29

税務上の繰越欠損金 372 626

その他 264 637

繰延税金資産小計 1,124 1,712

評価性引当額 △305 △248

繰延税金資産合計 818 1,464

繰延税金負債

特別償却準備金 △9 △6

その他有価証券評価差額金 △10 △15

土地評価差額 △105 △113

のれん調整額 △128 △86

未実現損益 △1,302 △1,302

その他 △148 △1,060

繰延税金負債合計 △1,704 △2,585

繰延税金資産（負債）の純額 △886 △1,121

（注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 688百万円 854百万円

固定資産－繰延税金資産 123 368

流動負債－その他 － △776

固定負債－繰延税金負債 △1,697 △1,567

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前連結会計年度
（平成26年３月31日）

当連結会計年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.0％ 35.6％

（調整）

住民税均等割額 0.7 1.0

評価性引当額の増減 △0.7 △1.6

のれん償却 1.1 2.0

永久に損金に算入されない項目 0.2 1.9

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.4 0.9

その他 0.0 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.7 39.9
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の

引下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税

率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％

に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が70百万円減少し、繰延ヘッ

ジ損益が11百万円、その他有価証券評価差額金が1百万円、法人税等調整額が84百万円、それぞれ増加しておりま

す。

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100

分の65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する連結会計年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に

控除限度額が改正されましたが、この変更による連結財務諸表への影響はありません。
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(企業結合等関係)

取得による企業結合

１．株式会社フジ医療器

(１）企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 株式会社フジ医療器

事業の内容 健康機器等の製造及び販売等

② 企業結合を行った理由

株式会社フジ医療器は昭和29年の創業以来、マッサージ器、補聴器、家庭用電気治療器、アルカリイオン

整水器等の健康機器等の製造及び販売等を営んでおります。マッサージチェアメーカーとしては国内最大手

企業として高い商品開発力及びブランド力を誇り、補聴器及び家庭用電気治療器等についても優れた品質の

専門製品を備える「美と健康の総合メーカー」として、さまざまな薬事法認可製品を提供しております。高

い専門性が要求されるそれぞれの製品は、家電量販店、ＪＡ、地域家電店、通信販売会社及び海外代理店等

の多様な営業ネットワークを通じて一人ひとりのお客様に提供しており、長年培った独自の販売網及び販売

力を基に国内外で事業を展開しております。

国内においてはシニア層の人口拡大が進み、人々の生活を健やかに保つ健康機器産業は社会的意義が高

く、成長分野として市場拡大が期待されております。

当社グループは、株式会社フジ医療器をグループ会社化することによって事業領域を拡張するとともに、

当社グループが長年培った全国の病院及び歯科医院に対する営業網を活用したフジ医療器製品の販売や、フ

ジ医療器の販売網を活用した当社グループ製品の販売等、互いの事業基盤を活かした新たな収益機会を創出

し、グループ全体の成長性と収益性を一層高めてまいります。

③ 企業結合日

平成26年７月１日

④ 企業結合の法的形式

株式の取得

⑤ 結合後企業の名称

名称の変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率

80.9％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社であるジャパンウェイスト株式会社が現金を対価として株式を取得したためでありま

す。

(２）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

平成26年７月１日から平成27年３月31日まで

(３）被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 7,800百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 94百万円

取得原価 7,894百万円

(４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

6,892百万円

② 発生原因

株式会社フジ医療器の今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却
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(５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 5,753百万円

固定資産 3,300

資産合計 9,053

流動負債 4,528

固定負債 3,286

負債合計 7,814

(６）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に

及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該金額の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

２．Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limited

(１）企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容

被取得企業の名称 Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limited

事業の内容 子会社の株式を保有することにより当該会社の事業活動を支配、管理する業務

② 企業結合を行った理由

Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limitedは貴金属の精錬・加工を含む特殊化学品

事業をグローバルに展開するイギリスJohnson Matthey Plcの100％子会社であり、傘下のJohnson Matthey 

Limited及びJohnson Matthey Gold & Silver Refining Inc.において、金・銀を中心とした貴金属の精錬・

加工等を営んでおります。Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limitedグループは、長

年培ってきた顧客基盤・ブランド力・技術力を背景に特に米州地域における金・銀の精錬において高いシェ

アを有しております。

当社グループのアサヒプリテック株式会社が手掛けている貴金属リサイクル事業においては主にエレクト

ロニクス・歯科・宝飾等の各分野から貴金属資源を回収、分離・加工するのに対して、Johnson Matthey 

Gold and Silver Refining Holdings Limitedグループでは主に鉱山から採掘される鉱石の精錬・加工を行

っており、資源・原料の調達、貴金属（加工品）の販売、精錬技術等における補完関係が極めて高いものと

考えております。

当社グループはJohnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limitedグループを子会社化する

ことにより事業地域・分野を拡大するとともに、両社グループの調達・販売網、技術力を融合することによ

りシナジー効果を実現し、当社グループの成長性・収益性の拡大に繋げてまいります。

③ 企業結合日

平成27年３月５日

④ 企業結合の法的形式

株式の取得

⑤ 結合後企業の名称

Asahi Refining Holdings UK Limited

⑥ 取得した議決権比率

100.0％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社の連結子会社であるアサヒアメリカホールディングス株式会社が現金を対価として株式を取得したた

めであります。

(２）連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

みなし取得日が期末日であるため、被取得企業の業績は含まれておりません。
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(３）被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金 22,209百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 657百万円

取得原価 22,867百万円

ただし、当連結会計年度末においては、株式譲渡契約に基づく譲渡対価の精査過程にあるため、上記は暫定

的な金額であります。

(４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

① 発生したのれんの金額

13,499百万円

ただし、当連結会計年度末においては、株式譲渡契約に基づく譲渡対価の精査過程にあるため、上記は暫定

的な金額であります。

② 発生原因

Johnson Matthey Gold and Silver Refining Holdings Limitedの今後の事業展開によって期待される超過

収益力であります。

③ 償却方法及び償却期間

15年間にわたる均等償却

(５）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 7,591百万円

固定資産 6,040

資産合計 13,631

流動負債 4,856

負債合計 4,856

(６）取得原価の配分

当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基

づき暫定的な会計処理を行っております。

(７）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書

に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該金額の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は純粋持株会社としてグループ全体の戦略機能を担い、各事業会社は貴金属・希少金属等のリサイクル

事業、産業廃棄物処理その他の環境保全事業及び健康機器等の製造販売その他のライフ＆ヘルス事業に従事し

ております。

したがって、当社は、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貴金属

リサイクル事業」、「環境保全事業」及び「ライフ＆ヘルス事業」の３つを報告セグメントとしております。

当連結会計年度において、株式会社フジ医療器の子会社化に伴い、当社グループの企業活動の実態に即した

より適切な経営情報の開示を行うため、「ライフ＆ヘルス事業」を新設しました。

「貴金属リサイクル事業」は、貴金属含有スクラップ等から、金・銀・パラジウム・プラチナ・インジウム

等の貴金属・希少金属をリサイクルし、販売することを主たる業務としております。「環境保全事業」は、産

業廃棄物の収集運搬及び中間処理を主たる業務としております。「ライフ＆ヘルス事業」におきましては、マ

ッサージ器・補聴器等の健康機器等の製造及び販売、電気暖房器の製造及び販売、放射冷暖房システムの設計

及び施工、防災設備の設計・施工を主たる業務としております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分方法により作成してお

ります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と同一であります。

（たな卸資産の評価方法の変更）

当社グループにおけるたな卸資産の評価方法は、従来、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっておりましたが、当連結会計年度より、主とし

て移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に変更し

ております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント利益が、「貴金属リサイ

クル事業」で122百万円減少しております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの摘要）

会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取

引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年３月26日）を適用しております。

この変更に伴い、報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方

法を変更し、前連結会計年度については、遡及適用後の「報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資

産、負債その他の項目の金額に関する情報」となっております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

（単位：百万円）

貴金属リサイクル
事業

環境保全
事業

ライフ＆ヘルス
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 77,212 14,764 2,277 94,254

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － - －

計 77,212 14,764 2,277 94,254

セグメント利益 7,437 1,913 280 9,631

セグメント資産 42,225 19,428 4,458 66,112

その他の項目

減価償却費 1,063 746 33 1,842

のれんの償却額 15 294 77 387

持分法適用会社への投資額 103 － － 103

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 493 579 35 1,108

（注）１．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれて

おります。

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

（単位：百万円）

貴金属リサイクル
事業

環境保全
事業

ライフ＆ヘルス
事業

合計

売上高

外部顧客への売上高 77,080 15,415 18,920 111,417

セグメント間の内部売上高又は振替高 - - - -

計 77,080 15,415 18,920 111,417

セグメント利益 7,825 2,134 520 10,480

セグメント資産 66,250 18,977 19,649 104,877

その他の項目

減価償却費 942 680 162 1,785

のれんの償却額 15 293 339 649

持分法適用会社への投資額 － － － －

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 595 677 248 1,521

（注）１．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれて

おります。

5857/E21187/アサヒホールディングス/2015年
－77－



【関連情報】

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 その他 合計

78,847 15,407 94,254

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記

載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（百万円） 関連するセグメント名

三井物産㈱ 14,140 貴金属リサイクル事業

三菱商事RtMジャパン㈱ 11,398 貴金属リサイクル事業

田中貴金属工業㈱ 8,920 貴金属リサイクル事業

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本 その他 合計

98,811 12,605 111,417

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 北米 アジア 合計

24,843 5,881 1,609 32,334

３．主要な顧客ごとの情報

顧客の名称又は氏名 売上高（百万円） 関連するセグメント名

三井物産㈱ 19,266 貴金属リサイクル事業

三菱商事RtMジャパン㈱ 12,780 貴金属リサイクル事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

（単位：百万円）

貴金属リサイクル事業 環境保全事業 ライフ＆ヘルス事業 合計

減損損失 30 68 3 102

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

（単位：百万円）

貴金属リサイクル事業 環境保全事業 ライフ＆ヘルス事業 合計

減損損失 43 3 9 57

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

（単位：百万円）

貴金属リサイクル事業 環境保全事業 ライフ＆ヘルス事業 合計

当期償却額 15 294 77 387

当期末残高 35 1,314 670 2,021

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

（単位：百万円）

貴金属リサイクル事業 環境保全事業 ライフ＆ヘルス事業 合計

当期償却額 15 293 339 649

当期末残高 13,518 1,020 7,197 21,737

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前連結会計年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

役員 寺山 満春 － －
当社代表取
締役会長

（被所有）
直接 2.7
間接 32.7

土地の売却 土地の売却 29 － －

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

土地の売却価額については、不動産鑑定士の鑑定価格を参考に決定しております。

当連結会計年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 1,422.51円 1,542.82円

１株当たり当期純利益金額 183.50円 176.89円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２．従業員持株会信託口が保有する当社株式を、「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式に含めております（前連結会計年度153千株、当連結会計年度－千株）。

また、「１株当たり当期純利益金額」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

おります（前連結会計年度195千株、当連結会計年度88千株）。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前連結会計年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

当期純利益金額（百万円） 5,971 5,774

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 5,971 5,774

期中平均株式数（千株） 32,540 32,646

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式の概要

平成22年ストック・オプション（普通株式 202,000株）

なお、概要は「第４提出会社の状況、１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載のとおりであります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 495 26,171 0.397 －

１年内返済予定の長期借入金 143 270 0.364 －

１年内返済予定のリース債務 28 46 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 5,419 6,550 － 平成28年～30年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 38 72 － 平成28年～31年

その他有利子負債 － － － －

合計 6,124 33,110 － －

（注）１．平均利率については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 5,270 270 1,010 －

リース債務 25 23 17 5

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計

年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により

記載を省略しております。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 23,215 51,632 80,224 111,417

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
2,165 4,701 7,424 9,717

四半期（当期）純利益金額

（百万円）
1,387 2,909 4,564 5,774

１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
42.56 89.25 139.94 176.89

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
42.56 46.69 50.69 36.96
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 809 1,327

前払費用 0 0

繰延税金資産 4 11

関係会社短期貸付金 9,890 13,753

未収入金 2 －

未収還付法人税等 1,417 1,114

流動資産合計 12,123 16,206

固定資産

有形固定資産

建物 4,512 4,484

減価償却累計額 △1,117 △1,322

建物（純額） 3,395 3,161

工具、器具及び備品 4 4

減価償却累計額 △4 △4

工具、器具及び備品（純額） 0 0

土地 3,442 3,414

有形固定資産合計 6,838 6,576

無形固定資産

ソフトウエア 13 7

無形固定資産合計 13 7

投資その他の資産

関係会社株式 27,509 27,519

繰延税金資産 26 25

投資その他の資産合計 27,535 27,544

固定資産合計 34,386 34,128

資産合計 46,510 50,335
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成26年３月31日)

当事業年度
(平成27年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 ※１,※２445 ※１,※２400

1年内返済予定の長期借入金 20 20

未払金 28 107

未払費用 3 4

役員賞与引当金 20 24

その他 127 3

流動負債合計 645 559

固定負債

長期借入金 5,070 5,050

固定負債合計 5,070 5,050

負債合計 5,715 5,609

純資産の部

株主資本

資本金 4,480 4,480

資本剰余金

資本準備金 6,054 6,054

その他資本剰余金 16,958 16,958

資本剰余金合計 23,012 23,012

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 18,603 22,314

利益剰余金合計 18,603 22,314

自己株式 △5,379 △5,159

株主資本合計 40,717 44,648

新株予約権 77 77

純資産合計 40,795 44,726

負債純資産合計 46,510 50,335
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②【損益計算書】

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

営業収益

関係会社受取配当金 ※１7,000 ※１5,500

関係会社受入手数料 ※１826 ※１831

不動産賃貸収入 ※１362 ※１358

営業収益合計 8,189 6,690

営業費用

販売費及び一般管理費 ※２1,100 ※２1,111

営業費用合計 1,100 1,111

営業利益 7,088 5,579

営業外収益

受取利息 ※１47 ※１79

受取賃貸料 ※１26 ※１2

デリバティブ売却益 － ※１61

その他 4 5

営業外収益合計 78 148

営業外費用

支払利息 21 21

貸与資産減価償却費 26 2

その他 － 0

営業外費用合計 47 24

経常利益 7,120 5,703

特別利益

固定資産売却益 ※３0 －

特別利益合計 0 －

特別損失

固定資産除却損 ※４1 ※４0

減損損失 94 32

特別損失合計 95 32

税引前当期純利益 7,024 5,670

法人税、住民税及び事業税 5 2

法人税等調整額 9 △7

法人税等合計 15 △4

当期純利益 7,009 5,674
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本
剰余金

その他利益
剰余金

繰越利益剰
余金

当期首残高 4,480 6,054 17,006 13,614 △5,507 35,649 77 35,727

会計方針の変更による累
積的影響額

△48 △56 7 △97 △97

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

4,480 6,054 16,958 13,558 △5,499 35,551 77 35,629

当期変動額

剰余金の配当 △1,964 △1,964 △1,964

当期純利益 7,009 7,009 7,009

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 121 121 121

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ －

当期変動額合計 － － － 5,045 120 5,165 － 5,165

当期末残高 4,480 6,054 16,958 18,603 △5,379 40,717 77 40,795

当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：百万円)

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本

剰余金

その他利益

剰余金

繰越利益剰

余金

当期首残高 4,480 6,054 16,958 18,603 △5,379 40,717 77 40,795

会計方針の変更による累
積的影響額

－ －

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

4,480 6,054 16,958 18,603 △5,379 40,717 77 40,795

当期変動額

剰余金の配当 △1,964 △1,964 △1,964

当期純利益 5,674 5,674 5,674

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 221 221 221

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－ －

当期変動額合計 － － － 3,710 220 3,930 － 3,930

当期末残高 4,480 6,054 16,958 22,314 △5,159 44,648 77 44,726
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法）

取得価額が100千円以上200千円未満の資産（少額減価償却資産）については、３年均等償却

(2）無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づいております。

３．引当金の計上基準

役員賞与引当金

役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

４．消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用）

「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成27年

３月26日）を当事業年度より適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託から従業員

持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用

の純額を負債に計上しております。当該会計方針の変更は遡及適用され、前事業年度については遡及適用後の財務諸

表となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の貸借対照表は、その他流動負債が124百万円増加し、その他

資本剰余金が69百万円、繰越利益剰余金が67百万円、自己株式が４百万円、それぞれ減少しております。

前事業年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、株主資本等変動計算書の遡及適用後の期首残

高は、その他資本剰余金が48百万円、繰越利益剰余金が56百万円、自己株式が７百万円、それぞれ減少しておりま

す。

なお、遡及適用を行う前と比べて、前事業年度の１株当たり純資産額は4.04円減少し、１株当たり当期純利益金額

は0.06円増加しております。

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する注記については、連結財務諸表「注記事項（追加

情報）」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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（貸借対照表関係）

※１ 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

当座貸越極度額 29,159百万円 32,000百万円

借入実行残高 445 400

差引額 28,714 31,600

※２ 保証債務

次の関係会社等について、金融機関からの借入債務に対し債務保証を行っております。

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

アサヒアメリカホールディングス㈱ －百万円 22,900百万円

Asahi Refining Canada Ltd. － 1,181

韓国アサヒプリテック㈱ － 521

計 － 24,603

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

関係会社受取配当金 7,000百万円 5,500百万円

関係会社受入手数料 826 831

不動産賃貸収入 362 358

受取利息 47 79

受取賃貸料 26 2

デリバティブ売却益 － 61

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

役員報酬 125百万円 129百万円

給料手当 335 335

役員賞与引当金繰入 20 21

減価償却費 251 225

なお、全て一般管理費であります。

※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

土地 0百万円 －百万円
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※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

建物 1百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0 0

ソフトウェア － 0

計 1 0

（有価証券関係）

子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額27,519百万円、前事業年度の貸借対照表計上額27,509百万円）は、

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 26百万円 25百万円

未払事業税 2 2

役員賞与引当金 7 8

その他 1 1

繰延税金資産合計 37 37

繰延税金負債

その他 △6 －

繰延税金負債合計 △6 －

繰延税金資産（負債）の純額 30 37

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

前事業年度
（平成26年３月31日）

当事業年度
（平成27年３月31日）

法定実効税率 38.0％ 35.6％

（調整）

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △37.9 △34.6

交際費等永久損金不算入項目 0.0 0.0

住民税均等割額 0.0 0.0

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.0 0.1

その他 0.0 △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.2 △0.1

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引

下げ等が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成

28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は２百万円減少し、法人税等

調整額が同額増加しております。

また、欠損金の繰越控除制度が平成27年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の

65相当額に、平成29年４月１日以後に開始する事業年度から繰越控除前の所得の金額の100分の50相当額に控除限度

額が改正されましたが、この変更による財務諸表への影響はありません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末残
高（百万円）

有形固定資産

建物 － － － 4,484 1,322 218 3,161

工具、器具及び備品 － － － 4 4 0 0

土地 － － － 3,414 － － 3,414

有形固定資産計 － － － 7,903 1,327 219 6,576

無形固定資産

ソフトウエア － － － 178 171 8 7

無形固定資産計 － － － 178 171 8 7

（注）１．有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の100分の５以下であるため、「当期首残

高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。

２．無形固定資産の金額が、資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

役員賞与引当金 20 24 20 － 24

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日 ３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区伏見町三丁目６番３号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により電子公告によること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

［http://www.asahiholdings.com］

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号、第166条第１項に掲げる権利ならびに募

集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を行使することはできません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第５期）（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）平成26年６月18日近畿財務局長へ提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成26年６月18日近畿財務局長へ提出

(3）四半期報告書及び確認書

（第６期第１四半期）（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）平成26年８月13日近畿財務局長に提

出。

（第６期第２四半期）（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）平成26年11月13日近畿財務局長に提

出。

（第６期第３四半期）（自 平成26年10月１日 至 平成26年12月31日）平成27年２月13日近畿財務局長に提

出。

(4）臨時報告書

平成26年６月20日近畿財務局長へ提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に

おける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。

平成26年12月19日近畿財務局長へ提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第16号の２の規定に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成27年６月16日

アサヒホールディングス株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 長 光雄 印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 垂井 健 印

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアサヒホールディングス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサ

ヒホールディングス株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アサヒホールディングス株式

会社の平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、アサヒホールディングス株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準

拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

平成27年６月16日

アサヒホールディングス株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 長 光雄 印

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 垂井 健 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるアサヒホールディングス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を

行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサヒホ

ールディングス株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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